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は じ め に

四国地方整備局では、「公共事業コスト縮減対策に関する行動計画」を

平成９年７月に策定し推進しています。この「行動計画」には、具体的施

策として「プレキャストＬ型擁壁の使用」を掲げており、省人省力化やコ

スト縮減に努めています。

このため、プレキャストＬ型擁壁について設計基準等の統一化，製品お

よび仕様の標準化を行い「プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュアル

(案)」を作成して、平成10年4月7日付けで部内へ通知しました。これによ

り、四国地方整備局管内で大幅に施工延長が増大するとともに、四国内の

県市町村でも採用されて、普及しているところです。

その後、このマニュアルについて管内事務所や自治体から、車両用防護

柵対応が要望されていました。そこでこの課題に対応するため、平成11年

度に車両用防護柵基礎の構造モデルを構築し、平成12年度から全国コンク

リート製品協会四国支部及び愛媛大学八木教授と連携し、モデル実証実験

を行ってマニュアル改訂検討を進めてきました。

今回、この内容を反映させた「プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュア

ル(案)」を改訂するにいたりました。

主 要 改 訂 点

○車道用防護柵の設置への対応をした。

○擁壁高さ１ｍ～３ｍから、１ｍ～４ｍに範囲を広げた。

○背面盛土対応について記載した。

○国際単位系（ＳＩ）への移行に伴い、各単位を見直した。
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１．目 的

現在，市販されているプレキャスト製品のＬ型擁壁の主な設置箇所は，車道

端部と歩道端部であり，状況によっては防護柵が必要となる。これらの設置条

件に個々に対応する製品を製作すると，多種少量の製品が流通し，少種多量生

産と見込み生産によるコスト縮減が図れなく，現場での煩雑さを招くこととな

る。このため，設置箇所の条件に左右されることなく同一製品で対応できるよ

うに，天端擁壁工などの付帯施設と併用する考え方等について道路土工擁壁工

指針に基づき，四国地方整備局として設計基準，適用基準などを定め，製品及

び仕様を以下について統一を図るものである。

２．構 造

２．１ 対象構造

本書で適用する擁壁は 型式とする。L

【解説】

(1) Ｌ型式擁壁

Ｌ型式擁壁は，たて壁と底版とからなり，土圧に対して躯体自重と裏込め

土砂重量で抵抗し，転倒，滑動に対し安定を図る構造である。

(2) Ｌ型擁壁設置に関する留意事項

①車両用防護柵はＢ種以下を対象とし、 種以上の衝突荷重が作用する箇A

所には使用できない。尚，防護柵を設置する場合は「第5章 防護柵の考

え方」によるものとする。

②浮力が作用する箇所は，原則として設置できない。尚，別途，浮力を考

慮し，対策工を講じ，安全が確認できる場合は設置できる。

③擁壁天端より背面盛土が高い箇所は，原則として設置できない。尚，別

途，「第3章7 擁壁天端より背面盛土が高い場合」を基に，安全が確認で

きる場合は設置できる。

④地盤反力以上の支持が確保できない基礎地盤及び，背面盛土材がシルト

又は粘土の場合は設置できない。尚，別途，対策工を講じ，安全が確認

できる場合は設置できる。



２．２ 構造の制限

（１）運搬

１製品の最大形状寸法はトラック運搬を想定し「車両制限令」に

定められる範囲内とする。したがって，積載可能な寸法は以下のと

おりとなる。

①積載高さは3 以下m

②積載長さは8ｍ以下

③積載幅は2.40ｍ以下

④１ブロック質量は10 以下とする。ton

（２）形状寸法

高さ方向の分割は適用外とし，長さ方向は2ｍを標準とする。

【解説】

(1)運搬について

《車両制限令第３条 車両の幅等の最高限度》
m幅････････････2.5

重量
総重量･･････245 （25）（20 一般道路）kN t t
軸重････････100 （ 1 0 ）kN t
輪荷重･･････ 50 （ 5 ）kN t

m高さ･･････････3.8
m長さ･･････････12

① １ブロックの最大寸法は，トラック運搬一般車両(総重量245 )を基本kN

とし，トレ－ラ－などの特殊車両は使用しない寸法とする。

但し，状況により低床式のトラック運搬は考慮する。したがって，運搬

可能な寸法は，本文に示すとおりとした。

② １ブロック最大質量は10 とする。ただし，大型クレ－ンの使用は運ton

ton搬や施工が難しくなるため適用現場が限定されることなどから，4～6

の範囲にできるだけ収める｡

③ ブロック分割は，上下方向での分割を考えない一体型とする。

(2)形状寸法について

製品長さについては施工性の向上，据え付け精度から，できるだけ長尺製

品として，一体化，安定化が図れるように配慮したが，施工実績及び運搬質

量との関係より，2 の長さとした。m
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３．設計の考え方

３．１ 設計条件

ここで定めたブロック寸法は次の設計条件にて設定した。

各擁壁の設計条件は以下に示すとおりとする。

(１)設計指針 ：道路土工擁壁工指針

(２)擁壁高さ，長さ ：擁壁高さ4 以下m

1.0，1.25，1.5，1.75，2.0，2.25，2.5，2.75

3.0，3.25，3.5，3.75，4.0

擁壁１ブロック延長は2.0 とする。m

(３)上載荷重 ：10.0 ㎡kN/

(４)背面土の種類 ：Ｃ1，Ｃ2

(５)背面盛土形状 ：水平

(６)土圧 ：試行くさび法

(７)基準強度σ ：σ 30 以上CK CK = N/mm2

(８)防護柵対応 ：衝突荷重･･･車両用防護柵（Ｂ種以下）

車両用防護柵基礎を介しての荷重伝達率は、

１ブロック44％とする。

(９)安定条件 ：転倒，滑動，支持

基礎施工要件：基礎コンクリート及び敷きモルタルを適切に

施工すること。

c a sa a(10)許容応力度 ：許容応力度 σ ，σ ，τ

(11)地震考慮の要否 ：考慮しない

【解説】

(1)設計指針について

設計条件は，道路土工擁壁工指針に準拠する。

(2)擁壁高さについて

擁壁高さは形状の集約を図るため25 ピッチとし，最大高さは地盤条件cm

などを勘案して4ｍ以下とする。

(3)上載荷重について

上載荷重としては，車道用の10 ㎡，宅地用5 ㎡，歩道用3.5 ㎡へkN/ kN/ kN/

の対応が考えられる。歩道幅員が3.0ｍ以上の場合は，歩道荷重(3.5 ㎡)kN/

と区別すべきであるが沿道の土地利用や施工時の荷重を考慮すれば, 上載荷

重として10 ㎡程度が作用することもある｡ また，車道用，歩道用の２タkN/

イプの製品を準備するより，１タイプ（10 ㎡）に統一する方が見込み生kN/

産等が可能となり製品単価は安価となる。

このようなことから，製品の単一化によるコストダウン，煩雑化の防止，

施工時（重機）への対応を考慮し，ここでは10 ㎡に統一した。kN/
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(4)背面土の種類について

背面土の種類は一般的にＣ1（礫質土），Ｃ2（砂質土），Ｃ3（粘性土）

に大別される。今回，製品の実績報告，製品のコストなどから背面土の条

件はＣ1，Ｃ2に対応できるようにした。

表－3.1 背面土の種類（参考）

背面土の種類 土の内部摩擦角 単位体積重量 参 考
φ(゜） γ ( )kN/m 3

Ｃ1 ３５ ２０．０ 礫質土

Ｃ2 ３０ １９．０ 砂質土

(ただし, ＜50 )Ｃ3 ２５ １８．０ 粘性土 WL %

尚，本書での設計値は φ=30°，γ=19.0 kN を採用する。/ m ３

(5)背面盛土形状

背面盛土の勾配は水平とする。尚，背面形状が水平より大なる傾斜の場

合は ｢3.7 擁壁天端より背面盛土が高い場合｣ によること。
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(6)土圧について
土圧は試行くさび法によるものとする（道路土工擁壁工指針より）。

試行くさび法とは，図－3.1(ａ)に示すように裏込め土中に擁壁のかかと
を通る任意の平面すべりを仮定し，それぞれのすべり面において土くさび
に対する力のつり合いから土圧を求め，そのうちの最大値を主働土圧合力
（Ｐ ）とする土圧算定法である。A

以下に，土圧の考え方について記述する。

・常時土圧
図－3.1(ａ)のすべり線位置３に対する土圧合力Ｐは，図－3. 1 ( )の連3 c

力図から次式で与えられる。

Ｗ ・ （ －φ）3 sin ω
Ｐ ＝3

（ －φ－α－δ）cos ω

(ａ)試行くさび (ｂ)仮定された土くさび (ｃ)連力図
（すべり線位置３）

図－3.1 試行くさび法

ここに，Ｗ：土くさびの重量（載荷重を含む）( )kN/m
Ｒ：すべり面に作用する反力( )kN/m
Ｐ：土圧合力( )kN/m
α：壁背面と鉛直面のなす角（°） 図－3.1
φ：裏込め土のせん断抵抗角（°）
δ：壁面摩擦角（°） 表－3.2参照
ω：仮定したすべり面と水平面のなす角（°）

表－3.2 壁面摩擦角

擁壁の種類 計算の種類 摩 擦 角 の 種 類 壁 面 摩 擦 角

重 力 式 安 定 性
土とｺﾝｸﾘｰﾄ 2φ 3/

もたれ式 部材計算
β(図 3.2-

安 定 性 土と土片持ばり式 注による）
控え壁式 部材計算 土とｺﾝｸﾘｰﾄ 2φ 3/

図－3.2 βの設定法ただし，β＞φのときはδ＝φとする。

各すべり面の土圧合力から主働土圧合力（Ｐ ）が決まれば，Ｐ の水平A A

成分（Ｐ ）および鉛直成分（Ｐ ）は，次式で与えられる。H V

Ｐ ＝Ｐ ・ （α＋δ）H A cos
Ｐ ＝Ｐ ・ （α＋δ）V A sin
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(7)コンクリ－トの設計基準強度

1 4プレキャスト擁壁の設計基準強度は材令１４日の圧縮強度を基準とし,σ

30 以上とする。= N/mm 2

工場製品におけるコンクリートは，コンクリート標準示方書（ .20)からP

抜粋すると下記のとおりである。

｢工場製品におけるコンクリートは，早強ポルトランドセメントを使用

するものがあること，水セメント比の小さいコンクリートが用いられ

ること，一般に蒸気養生，オートクレーブ養生等の促進養生が用いら

れること等から，コンクリートの強度発現が早く，14日から後の材齢

に伴う強度の増加率は一般のコンクリート構造物におけるほど期待で

きないし，工場製品は所要の強度が得られると早期に使用する場合が

ある。したがって，工場製品におけるコンクリート強度の特性値は，

実験の結果を参考にして,材齢14日あるいはそれ以前の試験強度から

定めるのがよい。｣

(8)防護柵対応について

防護柵に作用する衝突荷重は車両用防護柵基礎を介して擁壁に作用する。

実験結果（参考資料５ 71）より，衝突荷重が擁壁に伝達する比率は，荷P

重作用位置から逆端部に向かって44％,29％,27％である。

m m m2 2 2

44％(13.2 )kN
29％(8.7 )kN

27％(8.1 )kN

○ ○ ○

荷重載荷位置（30 ）kN

荷重モデル図－3.4

衝突荷重説明図図－3.3

このため，荷重の伝達率が最大である44％を採用値とした。

衝撃荷重の擁壁伝達荷重 30( )×44( ) 2( ) 6.6( )kN % / m = kN/m
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(9)安定条件

安定条件に対する許容値は下記のとおりである。

表－3.3 安定条件

安定条件 許 容 値

転倒に対して 長期 ｅ ≦Ｂ／６ ( )| | m

短期 ｅ ≦Ｂ／３ ( )| | m

滑動に対して 長期 Ｆｓ≧1.5

短期 Ｆｓ≧1.2

地盤反力に対して 道路土工指針に準拠すること

※Ｆ ∑Ｖ・μ／∑Ｈs =

B Bμ φ 道路土工擁壁工指針によると，基礎底面の摩擦角φ=tan

はプレキャストＬ型擁壁では，φ 2φ 3とするが，基礎コンクB = /

=リート及び敷きモルタルが適切に施工されている場合にはφ B

φとしてよく，摩擦係数μの値は0.6を超えないものとしている。

従って，本書でも基礎コンクリート及び敷きモルタルが良質な

材料で適切に施工することを原則とするため，φ ＝φ＝30°とB

し，μ＝0.58を採用した。

(10)許容応力度について

プレキャスト製品の許容応力度は，道路土工擁壁工指針によるものとし，

下記のとおりとする。なお，コンクリ－トのせん断応力度は，平均せん断

応力度として計算する。

表－3.4 許容応力度

許 容 値 ( ) 設計基準強度N/mm 2

種 別 ( )曲げ圧縮応力度 引張応力度 せん断応力度 N / mm2

長期 短期 長期 短期 長期 短期

コンクリ－ト 10.0 15.0 － 0.45 0.675 30（以上)

鉄筋 ( 295 ) － 160 270 － －SD A

鉄筋については 295 又は同等品以上とする。SD A

鉄筋引張応力度は少品種大量生産，異なった現場の状況への対応，標準

設計の基準値などを参考に長期ではσ ＝160( )，短期ではσ ＝180sa N/mm sa2

( )×1.5とした。N/mm 2

(11)地震考慮の要否

地震時の安定検討は省略してもよいが，擁壁の重要度及び復旧の難易度

を考慮し，必要に応じて地震時の安定検討を行うものとする。
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３．２ 形状基本寸法

製品寸法の統一化を図るため，構造計算による形状基本寸法は下記

を標準とする。

表－3.5 Ｌ型擁壁の形状 ( )m

名 称 擁壁高さＨ 底版幅 Ｂ

Ｌ 型 1.00 0.85
1.25 1.00
1.50 1.15
1.75 1.30
2.00 1.45
2.25 1.60
2.50 1.75
2.75 1.90
3.00 2.05
3.25 2.30
3.50 2.40
3.75 2.60
4.00 2.70

【解説】

(1)背面盛土形状について

Ｌ型擁壁の背面盛土の形状は水平とする。

標準型 天端擁壁工

Ｈ

'Ｈ Ｈ

Ｂ Ｂ

図－3.5 断面形状

(2)たて壁の前面勾配

たて壁前面の勾配は，鉛直勾配を標準とする。

尚，前面勾配を付ける場合は，標準設計の重力式擁壁，Ｌ型擁壁を参考に前

面勾配10.02以下とする。:
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３．３ 構造細目

(1)主鉄筋の鉄筋量は下表の最小鉄筋量以上とし,配力筋の鉄筋量は，

主鉄筋の16以上を配置する。/

主鉄筋必要鉄筋量（壁長１ｍ当たり（ ）表－3.6 ）á/m

車両用防護柵の設置高 さ 必要鉄筋量 製品主鉄筋量

D /mＨ＝1.00 2.31 10 6本ｍ ×

Ｈ＝1.25 2.75 ( 4.28㎝ )As= /m2

Ｈ＝1.50 3.31 不可

D /m10 7.5本×
Ｈ＝1.75 3.64

( 5.35㎝ )As= /m
2

Ｈ＝2.00 6.43

D /mＨ＝2.25 6.83 13 7.5本×

Ｈ＝2.50 7.28 ( 9.50㎝ )As= /m2

Ｈ＝2.75 7.79

Ｈ＝3.00 8.36 可

Ｈ＝3.25 8.78

D /mＨ＝3.50 10.97 16 7.5本×

Ｈ＝3.75 11.18 ( 14.895㎝ )As= /m2

Ｈ＝4.00 13.59

※ ＝2.0～3.0は車両用防護柵の対応で決まる必要鉄筋量である。H

(2)鉄筋かぶりは20 以上，且つ鉄筋径以上とする。mm

【解説】

(1) 配筋規定について

土木学会コンクリート標準示方書に準ずる。

（2）最小主鉄筋量（ 295Ａ）についてSD

必要鉄筋量は，構造上必要な最小鉄筋量であるが，コンクリ－ト標準示方

m D /m H D書などを参考に，Ｈ≦1.50 の場合は 10×６本 ， ＝1.75ｍの場合は

10×7.5本 ，2.00≦ ≦3.00ｍの場合は 13×7.5本 ，3.25≦ ≦4.00/m H D /m H

の場合は 16×7.5本 を最小主鉄筋量とした。D /m

なお，壁厚（断面決定位置）が15 以上のときは，主鉄筋の1 2以上の圧cm /

縮側鉄筋を配置することを標準とする。
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３．４ 基礎形式

(1)土質調査

基礎の設計においては，原則として土質調査を行い，地形，地層，

土質定数及び地下水位等を把握するものとする。

(2)基礎形式

基礎形式は直接基礎とし，地盤反力が期待できる基礎地盤に支持

させるものとする。

【解説】

(1) 土質調査

構造物の損傷が生じた事例においては，一般に基礎の設計に起因している

ことが多く，基礎地盤に対する調査を十分に行い，構造物の安定を図らなけ

ればならない。

このため，主な調査項目としては，次の事項が考えられる。

①基礎地盤の支持力

②土圧に影響する範囲の土の性質

③地層の性状及び傾斜

④地盤変位量

⑤地下水の有無，水位，湧水等

尚，土質調査は，「道路土工・土質調査指針」に準拠して行うものとする。

(2)基礎形式

基礎形式は一般的に直接基礎と杭基礎に分けられる。

今回の仕様はプレキャスト製品であり杭基礎の場合，底版厚さが不足し，杭

頭処理ができないため，底版下面に枕梁基礎工等が必要となる。

プレキャスト製品と枕梁基礎工（現場打ち鉄筋コンクリート）をする場合，

杭基礎を考えた現場打ちのＬ型擁壁に比べて施工費が高くなり，枕梁基礎工

を行うことによって工期も長くなる。よって杭基礎の場合のプレキャストＬ

型擁壁検討は行わない。

尚，基礎地盤の支持力算定は「道路土工擁壁工指針」に準拠する。
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(3)地盤条件別に応じた基礎形式

①基礎が岩盤の場合

可能な限り岩盤等の凹凸を無くし，均しコンクリ－トとモルタルを敷均す。

プレキャスト製品

敷モルタル

（ 20 程度）t = mm

均しコンクリート

図－3.6 基礎形式

②良好な地盤の場合

基礎砕石を敷均した上に，基礎コンクリ－トで行う基礎形式とし，下記の

図を標準とする。

敷モルタル

H

（20）

基礎コンクリート 100

基礎砕石 200

図－3.7 直接基礎



- -10

③軟弱な地盤の場合

軟弱層が地表近くにあり，かつ厚さが薄い場合や部分的に軟弱層がある場

合は，良質な材料に置き換える。（道路土工擁壁工指針に準拠する。）

この場合の基礎形式及び置換え方法は下記の図を標準とする。

軟弱層

Ｄ
30° 30°(置き換え厚さ)

良質な支持層

図－3.8 改良地盤上の直接基礎

(4)根入れについて

現地状況，擁壁高を考慮して，擁壁高3.0ｍ以下までは底版下面より0.5ｍ

程度とする。尚，擁壁高3.0ｍを超える場合，地形条件などを考慮して0.5ｍ

以上とする。
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３．５ 継手構造

継手構造は以下の２種類を標準とする。

(1)ボルトボックス方式

(2)接続プレ－ト方式

【解説】

(1) 継手構造の種類は本文に示す２種類とするが，今後の技術革新において

有効な継手が開発された場合はその採用を妨げない。継手は，基本的には

擁壁相互を剛結合とするものではなく，コンクリ－トの伸縮に対応し，前

後（土圧方向）には一体として働く構造としている。本書ではブロックの

連続性をもたせるため，継手を設けるものとした。

（本章の解説(3)による。）

ボルトボックス方式 接続プレート方式

（プレート寸法の値は一例である）

図－3.9 継手構造

(2) コンクリ－ト二次製品は，一般に接続部分が弱点となりやすい。したが

って，これを補うために種々の継手が考案されている。

施工時の継手の使用には，次のような目的と利点がある。

① 施工中の部材の仮止め，および衝撃などによる部材間のずれ止めとして

の利用。

② 部材据え付け時の微調整，及び据付ラインの通り出しへの利用。

③ 基礎地盤の不等沈下に対し，部材どうしを一体化，局部沈下の防止。

④ ブロックの一体化による構造物としての耐力強化。
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(3) 継手の設置数は，各製品の継手方式によって異なるので，下記の設置箇

所以上を標準とする。

継手設置数の決定は，不等沈下に対し，荷重の偏心が生じるが，ここで

は約30％程度の自重の伝達を考慮し，これに抵抗するのに必要な継手箇所

数を設定した。（協会の施工実績による。）

尚，各継手方式，擁壁高さ毎の継手設置数は下記に示すとおりである。

表－3.7 擁壁高さ毎の継手設置数

接続プレ－ト方式

立壁（箇所数）
擁壁高さ 底版（箇所数）

16 20 22M M M

1.00 ～1.50 1 ― ― ―m m

1.75 ～2.50 2 ― ― 必要に応じて計上m m

2.75 ～3.00 3 ― ― 必要に応じて計上m m

3.25 ～3.75 ― 3 ― 必要に応じて計上m m

4.00 ― 4 (3) 必要に応じて計上m

ボルトボックス方式

立壁（箇所数） 底版（箇所数）
擁壁高さ

16 20 22 16 20 22M M M M M M

1.00 ～1.50 1 ― ― ― ― ―m m

1.75 ～2.50 1 ― ― ― ― ―m m

2.75 ～3.00 2 ― ― 1 ― ―m m

3.25 ～3.75 ― 2 ― ― 1 ―m m

4.00 ― 3 (2) ― 1 (1)m

（数値は参考例）

仕 様 接続プレート方式 ボルトボックス方式

Ｐ Ｌ 400 75×250×9 400, 9, 80 80SS PL- SS PL- 内 寸 法 で ×

9 確保 9 確保t= mm t= mm

（亜鉛メッキ仕上げ） （亜鉛メッキ仕上げ）

ボルトナット 400 400SS SS

（亜鉛メッキ仕上げ） （亜鉛メッキ仕上げ）
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３．６ 水抜き構造

(1)水抜き構造

擁壁背面からの水抜き処理は，口径φ65程度の水抜き孔で3㎡に１

箇所以上設けること。なお，裏込め排水は適宣検討するものとする。

【解説】

(1) 水抜き孔の構造及び設置数は，道路構造に関する諸基準の運用指針等に

準拠し，口径φ65程度で3㎡に１箇所以上配置することを標準とした。

設置位置については，下記の表を標準とする。

尚，本書の設計では，水圧，浮力は考慮していないため，同荷重を考慮

する場合は，別途検討を行うこと。

図－3.10 水抜き構造

表－3.8 Ｌ型擁壁 水抜き位置（参考）

擁壁高 製品下端からの距離
Ｈ( ) ｈ( )m mm
1.00 600 ±50
1.25 700 ±50
1.50 750 ±50
1.75 850 ±50
2.00 850 ±50
2.25 850 ±50
2.50 850 ±50
2.75 900 ±50
3.00 900 ±50
3.25 750( 600) ±50+
3.50 1000( 600) ±50+
3.75 1000( 600) ±50+
4.00 1250( 600) ±50+

水抜き孔（φ65程度） 水抜き孔（φ65程度）
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３．７ 擁壁天端より背面盛土が高い場合

本書で規定しているプレキャストＬ型擁壁は，背面盛土が水平の場合で安定

計算上の最小断面で決定している。背面が水平より大なる傾斜のある形状とな

る場合，荷重増加となり安定条件の安全率が確保できない。また，カット製品

を使用し，盛土条件に対応できるか検討を行なった結果，盛土形状等によって

は安全率が確保できないこともあり，製品としての標準化は困難なことが解っ

た。

しかし，使用条件によっては標準製品及びカット製品（本書の 20，21の製P

品）を用いて，安定検討，製品の応力照査などを行って，安全が確認できれば

背面盛土部での使用は可能である。

尚，安定検討，安全確保等に必要な諸条件は下記の通りである。

1) 現地盤の地質等の決定条件。

2) 背面盛土の形状及び土質定数の決定。

3) 上載荷重の設定。

4) プレキャストＬ型擁壁の安定検討及び製品の断面力照査。

5) 現地盤状況，条件を考慮した円弧すべり等の全体安定検討。

6) その他

図－3.11 擁壁天端より背面盛土が高い場合の一例
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４．施工の考え方

４．１ 縦断及び曲線施工

(1)縦断施工

縦断勾配が３ 以下の場合は，緩勾配施工とする。%

尚，３ を超える場合は，階段施工（ブロック割）で行うもの%
とする。

(2)曲線施工

曲線半径は製品高さに応じ，下記の値を標準とする。

1.00≦Ｈ≦１．５０ → １００ 以上R= m

1.50＜Ｈ≦２．２５ → １５０ 以上R= m
2.25＜Ｈ≦３．００ → ２００ 以上R= m
3.00＜Ｈ≦３．７５ → ２５０ 以上R= m
3.75＜Ｈ≦４．００ → ３００ 以上R= m

【解説】

(1)縦断施工

①緩勾配の施工について

底版の縦断勾配施工は水平施工を基本とするが，実績で２～３ の施工が%
あり，また諸条件から判断して，縦断勾配が３％以下の場合，３％以下の勾

配で縦断施工ができるものとした。

緩勾配施工 ≦3.0 の場合i %

地盤線

階段施工 >3.0 の場合i %

地盤線

m m m2 2 2

割 割 割ﾌﾞﾛｯｸ ﾌﾞﾛｯｸ ﾌﾞﾛｯｸ

図－4.1 縦断施工時の配置
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②階段施工について

縦断勾配が３ を超える場合の施工は底面部を水平施工とし，勾配調整は%

天端調整コンクリートで行うことを標準とする。

・製品仕様は，天端擁壁工を含めた擁壁高さに応じた底版幅の製品を使用す

る。（カット製品を使用する。）

・同一製品のブロック割は，構造物としての連続性をもたせるため，３基以

上で施工し，また，不等沈下防止を考慮して，継手工で連結するものとする。

尚，ブロック割は３基以上を標準とするが，支持地盤の状況（堅固な地盤

など）によっては，２基程度の連結でも可能となる場合があり，各現場にて

h検討し決定を行う。

㎝ 以 上6

天端擁壁工
h

'
Ｈ

Ｈ

水 平 施 工Ｂ

( )連 結 材

基 以 上 基 以 上3 3

図－4.2 階段施工

表－4.1 縦断施工時の天端擁壁工の高さ

h
縦断勾配( )%

２基施工（参考） ３基施工

cm cm3.1 18.4 24.6

4.0 22.0 ※30.0

5.0 ※26.0 ※36.0

6.0 ※30.0 ※42.0

※印は50 カット製品である。cm
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(2)曲線施工

標準規格の製品は，直線施工が原則である。曲線施工を行う場合は，斜

切り製品が必要となり特注品扱いとなるが，底版カット量が２㎝以内であ

れば標準品として取り扱うことができる。

このため，斜切りによる構造的な問題，継手部の処理，曲線による底版

端部での開きなどを考慮して，本書では標準品扱いで可能な曲線半径を下

記のように決定した。

・斜切りによる底版カット量が２ｃｍ以内。（ハンチ下から切断）

・たて壁の外側の開きが２ｃｍ以内。

側 面 図 平 面 図

カット部

カット部

2 以内 2 以内cm cm

図－4.3 片面カットの一例

表－4.2 底版カットを2 とした曲線半径cm

擁壁高さ( )( ) 半径( )( ) 標準曲線半径 ( )H m R m m

1.00 65

1.25 80 100

1.50 95

1.75 110

2.00 125 150

2.25 140

2.50 155

2.75 170 200

3.00 185

3.25 210
250

3.50 220

3.75 240
300

4.00 250
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（３）製品一覧

製品一覧を以下にしめす。カット製品とは製品を切断したものではなく，標準型

の天端を製造時に0.25 ，0.50 と短くした製品である。m m

製 品 諸 元 表
［タイプ１］

備 考形式 擁壁高さＨ 底版幅Ｂ' 1個当りの長さ

( ) 参考質量(個)(構造設計高) 製品( ) ( )m m m t/

1.00 1.00 0.85 2.00 約1.04H=

1.25 1.25 1.00 〃 約1.29H=

1.50 1.50 1.15 〃 約1.56H=

1.75 1.75 1.30 〃 約1.89H=

2.00 2.00 1.45 〃 約2.25H=

2.25 2.25 1.60 〃 約2.74H=

2.50 2.50 1.75 〃 約3.19H=

2.75 2.75 1.90 〃 約3.67H=

3.00 3.00 2.05 〃 約4.21H=

3.25 3.25 2.30 〃 約5.85H=

3.50 3.50 2.40 〃 約6.22H=

3.75 3.75 2.60 〃 約7.28H=

4.00 4.00 2.70 〃 約7.67H=

［タイプ２］

備 考形式 擁壁高さＨ 底版幅Ｂ' 1個当りの長さ

( ) 参考質量(個)(構造設計高) 製品( ) ( )m m m t/

1.00 1.00 0.85 2.00 約0.87H=

1.25 1.25 1.00 〃 約1.09H=

1.50 1.50 1.15 〃 約1.37H=

1.75 1.75 1.30 〃 約1.69H=

2.00 2.00 1.45 〃 約2.06H=

2.25 2.25 1.60 〃 約2.54H=

2.50 2.50 1.75 〃 約3.00H=

2.75 2.75 1.90 〃 約3.48H=

3.00 3.00 2.05 〃 約4.01H=

3.25 3.25 2.30 〃 約5.73H=

3.50 3.50 2.40 〃 約6.03H=

3.75 3.75 2.60 〃 約7.16H=

4.00 4.00 2.70 〃 約7.48H=
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［タイプ３］ 25 カットタイプcm

備 考形式 擁壁高さＨ 底版幅Ｂ' 1個当りの長さ

( ) 参考質量(個)(構造設計高) 製品( ) ( )m m m t/

1.00 0.75 0.85 2.00 約0.75H=

1.25 1.00 1.00 〃 約0.97H=

1.50 1.25 1.15 〃 約1.25H=

1.75 1.50 1.30 〃 約1.57H=

2.00 1.75 1.45 〃 約1.94H=

2.25 2.00 1.60 〃 約2.42H=

2.50 2.25 1.75 〃 約2.88H=

2.75 2.50 1.90 〃 約3.36H=

3.00 2.75 2.05 〃 約3.89H=

3.25 3.00 2.30 〃 約5.60H=

3.50 3.25 2.40 〃 約5.97H=

3.75 3.50 2.60 〃 約7.03H=

4.00 3.75 2.70 〃 約7.42H=

［タイプ４］ 50 カットタイプcm
備 考形式 擁壁高さＨ 底版幅Ｂ' 1個当りの長さ

( ) 参考質量(個)(構造設計高) 製品( ) ( )m m m t/

1.00 0.50 0.85 2.00 約0.62H=

1.25 0.75 1.00 〃 約0.84H=

1.50 1.00 1.15 〃 約1.12H=

1.75 1.25 1.30 〃 約1.44H=

2.00 1.50 1.45 〃 約1.81H=

2.25 1.75 1.60 〃 約2.29H=

2.50 2.00 1.75 〃 約2.75H=

2.75 2.25 1.90 〃 約3.32H=

3.00 2.50 2.05 〃 約3.76H=

3.25 2.75 2.30 〃 約5.36H=

3.50 3.00 2.40 〃 約5.72H=

3.75 3.25 2.60 〃 約6.78H=

4.00 3.50 2.70 〃 約7.17H=
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４．２ 端部及び開口部での施工

（１）端部の施工

端部における取り合い工は，重力式擁壁で行うことを標準

とする。

（２）開口部の施工

m開口部での施工は，重力式擁壁を標準とし，施工延長は2.0

程度から開口幅の３倍までを標準とする。

【解説】

(1) 端部の取り合い工は，一般的に現場打ちコンクリ－トで処理する場合が

多い。

製品高さが 1.0 以上であり，取り合い擁壁の高さが 1.0 以下とH= m H= m

なるため，施工が容易な重力式擁壁で行うことを標準とした。

(2) ＞4.0 以上の取り合い部は，地盤条件，取り合い長さの条件によってH m

左右されることが多く，取り合い工としては重力式と逆Ｔ式擁壁及びＬ型

プレキャスト擁壁が考えられる。

このため，各現場にて条件を考慮して工法の決定を行うものとする。

(3) 排水管等における開口部は，重力式擁壁工で行うことを標準とする。

施工延長は，プレキャストの製品長，開口による欠損等の補強を考慮し

て下記のとおりとした。

・プレキャスト製品長(2.0 )から決定。m

全体施工で製品のスパン割を行うと，製品での開口ができないため，

最小の１スパン(2.0 )が現場打ち施工となる。m

・開口幅（Ｄ）から決定。

開口としては管渠，ボックスなどが考えられ，擁壁の安定上開口によ

る欠損に対しての補強が必要となる場合がある。このため，開口部の両

側に余裕を設けることによって，欠損補強ができ，その区間を現場打ち

施工で行うこととした。
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以上の事から，開口部の施工は，施工が容易な重力式擁壁を標準とし，

延長は2.0 程度から３Ｄ程度までを標準とする。(開口幅が2.0ｍを超えm

る場合は別途検討を行うものとする。)

尚，欠損部の補強が必要でないと判断される場合は，開口部の端部から

ブロック割を行ってもよい。

（両側に欠損部の余裕を設ける場合）

施 工 延 長

D開 口 幅

H

m m m
2.0 2.0 3 2.0程 度 ~ D

（ブロック割施工の調整部を開口部で設ける場合

及び，開口部の端部からブロック割を行う場合）

施 工 延 長

開口幅Ｄ

H

m m m2.0 2.0 3 2.0程 度 ~ D

ブロックの割 施工 開口部からブロック割施工を

の調整部 行う場合。

図－4.4 開口部
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５．防護柵の考え方

５．１ 基本条件

プレキャストＬ型擁壁に防護柵を設置する場合は，下記の条件による。

(1)歩道用防護柵

①プレキャストＬ型擁壁[タイプ１]の天端に設置することができる。

②上記以外では，天端擁壁工を設けることによって設置することがで

きる。

(2)車両用防護柵

①構造物用：プレキャストＬ型擁壁と分離する構造で，防護柵基礎を設

け防護柵を設置することができる。なお，防護柵基礎工の

伸縮目地等で区切られる１施工ブロックは，６ｍ以上の連

続基礎構造とする。

ただし，設置できる製品は，擁壁高さ２ｍ以上の製品とする。

②土中用 ：衝突力がプレキャストＬ型擁壁のたて壁背面より75 以cm

上離れた位置に防護柵を設置する。

【解説】

(1)歩道用防護柵について

プレキャストＬ型擁壁は，いずれの場合も歩道用防護柵の設置が可能とな

るように，同防護柵の根入れ20㎝，天端幅20㎝が確保できる構造とする。

①天端幅( 20㎝)は，この擁壁が歩道用防護柵やスノーポール誘導標等簡b=

易的な附属施設の設置を可能とするために配慮した幅である。

天端形状は，下図のとおりとし，歩道用防護柵の支柱(3.0ｍ間隔)が設

置可能なように対応する。（別途同様な対応をした形式を含む）

20㎝以上

25㎝以上

図－5.1 天端形状

②上記による設置ができない場合は，天端擁壁工での対応とする。

この場合の基本形状は，５．２⑤による。

・縦断勾配ｉ＞3.0％の場合。

・基礎条件等から天端調整が必要となった場合。



- -23

(2)車両用防護柵について

① 構造物用の車両用防護柵設置について

（車両用防護柵基礎を天端に設ける場合）

車両用防護柵基礎を設ける場合，擁壁高さ2.0 未満の製品は安定計算上m

の安全率を確保できないため，擁壁高さ 2.0 以上の製品を対象とする。m

同基礎工の基本断面は，Ｂ種の衝突荷重（水平力）を伸縮目地等で区切ら

れた１施工ブロック（６ｍ以上）で受け持たせ，プレキャストＬ型擁壁に

分配伝達させるものとする。

したがって，防護柵基礎の伸縮目地等で区切られた１施工ブロックは，

６ｍ以上連続基礎構造とすること。（５.３ 参照）

② 土中用の車両用防護柵設置について

「車両用防護柵標準仕様・同解説」を基に， 支柱１本が関与する背面土"

質量 で算出したたて壁へ影響しない距離は，Ｂ種の仕様で75 以上が必要" cm

であり，本書では75 以上を標準とした。cm

尚，75 未満に設置する場合は，別途検討を行うこと。また，支柱の埋cm

設長が150 あるため，擁壁高さは２ｍ以上必要である。cm

75 以上cm

車両用防護柵（土中式）

cm140又は150

図－5.2 土中用防護柵の設置
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５．２ 歩道用防護柵の設置

歩道用防護柵基礎の形状は以下の条件により決定する。

①設計指針 ：道路土工擁壁工指針，防護柵の設置基準・同解説

②防護柵種別：Ｐ種以下

③設計荷重 ：垂直荷重 590 以下，水平荷重390 以下N/m N/m

④許容応力度：短期荷重とし，50 割増%

【解説】

① 本書でのプレキャストＬ型擁壁工の天端幅は，歩道用防護柵等の簡易な付

属施設の設置が可能な幅20 以上を確保しているのでプレキャストＬ型擁cm

壁の天端に設置することができる。

② 縦断勾配が３％を超える場合，プレキャストＬ型擁壁のカット製品を使用

し，天端に設ける高さ調整用擁壁工に設置することができる。

③ 防護柵種別 Ｐ種(垂直荷重590 以下，水平荷重390 以下の製品用)： N/m N/m

200

カット製品H

（天端コンクリート断面については4.1章も参照）

図－5.3 防護柵基礎設置状態

④ 歩道用防護柵を設置する場合は，Ａタイプを標準とするが，他の３タイプ

も適用可能とする。

一体型 防護柵直付け［ ］ﾀｲﾌﾟA
ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ 側面取付け［ ］ﾀｲﾌﾟB

防護柵基礎 分割型

笠ｺﾝﾌﾟﾚｷｬｽﾄ化［ ］ﾀｲﾌﾟC
現場打 防護柵基礎上載［ ］ﾀｲﾌﾟD
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［Ａ］ﾀｲﾌﾟ

側面図 正面図

［Ｂ］ﾀｲﾌﾟ ［Ｃ］ﾀｲﾌﾟ ［Ｄ］ﾀｲﾌﾟ

図－5.4 歩道用防護柵基礎の形状

⑤天端擁壁工について（歩道用防護柵 傾斜対応の場合）

・天端擁壁工は，最小高さ( )を6 以上確保し，標準形状を下記のとおり示すh cm

が，現場条件に応じ設定する。

（Ａ） （Ｂ）

図－5.5 天端擁壁工の形状

（Ａ）天端擁壁高さが6 ～25 までは，天端幅30 で背面勾配が鉛直の連続cm cm cm

擁壁工を標準とする。

（Ｂ）擁壁工の高さが25 を超える場合は，背面勾配を別途検討すること。cm

（注）歩行者用ガードパイプ（Ｐ種）通常径φ60.5，埋込み用穴φ100×Ｌ200

基礎砕石　 ｔ ＝ １ ０ ０

５ ０

３ ０ ０

１ ５ ０ 以 上

６ ０ ≦ ｈ≦ ２ ５ ０

５
０

以
上

２
０

０

基 礎砕石　 ｔ ＝ １ ０ ０

５ ０

Ｂ

１ ５ ０ 以 上

２ ５ ０ ＜ ｈ≦ ５ ０ ０
１：ｎ

（注 ）

（注 ）

コンクリート 設計基準強度

　σｃ ｋ ＝ １ ８ Ｎ／ ｍ ｍ
２
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５．３ 構造物用車両防護柵の設置

構造物用車両防護柵基礎の形状は以下の条件により決定する。

①設計指針 ：道路土工擁壁工指針，防護柵の設置基準・同解説

②防護柵種別：Ｂ種以下

kN③設計荷重 ：衝突荷重 30

④許容応力度：短期荷重とし，50 割増%

cm cm⑤基礎構造 ：プレキャストＬ型擁壁の天端に幅50 ，深さ60

以上のコンクリート基礎を設置する。

【解説】

① 設計指針について

設計条件は，道路土工擁壁工指針，防護柵の設置基準・同解説に準拠する。

② 防護柵種別について

一般道路を対象とし，種別はB,C種に対応するため，B種以下を標準とする。

③ 設計荷重について

kN車両用防護柵の設計荷重である衝突荷重（水平力Ｐ）は，Ｂ種のＰ＝30

(3.0 )，作用高さ ｈ 0.6 を採用した。tf = m

④ 許容応力度

車両用防護柵基礎工，プレキャストＬ型擁壁工の安定計算，部材の断面応力

度照査については，衝突荷重を受けるため，地震時と同様に短期扱いとし，許

容応力度は50％割増を採用した。

⑤ 構造について

(ⅰ)車両用防護柵基礎［標準タイプ］

プレキャストＬ型擁壁背面に構造物用防護柵を設置する場合は，下記を

「標準タイプ」とする。この場合の防護柵基礎は，伸縮目地等で区切られた

１施工ブロックを６ｍ以上とすること。（５.１(2)①参照）

なお，道路縦断勾配が３％を超える場合は(ⅱ)項による。

cm50

プレキャスト擁壁の施工条件

cm60

ⅰ）縦断勾配が３％以下は，縦断勾配にあわせて

プレキャストＬ型擁壁を設置する。

ⅱ）プレキャストＬ型擁壁の高さは，25 ピッ剥離剤等 cm

チで製品が販売されている。

従って，大部分は対応できるものと考えられ

る。

図－参考5.6 標準タイプ
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車両用防護柵基礎［調整タイプ］（ⅱ）

道路縦断勾配が３％を超える場合は，下図のようにＨ＝6～50 の天端調cm

整を兼ねた防護柵基礎により対応するものとする。

標準ﾀｲﾌﾟ50cm Ｂ 50cm
以下

A 6 以上cm

6～50㎝

cm60

剥離剤等

車両用防護柵基礎 防護柵設置に必要な最低断面（根入れ）A
［調整タイプ］ 基礎の突出高さにより決まる断面（根入れ）B

図－5.7 防護柵基礎の縦断変化対応

天端擁壁工は，標準形状を下記のとおり示す。調整タイプにおいては最(ⅲ)

小高さ( )を6 以上確保する。h cm

標準タイプ 調整タイプ

（注）車両用防護柵（ , 種）通常径φ114.3，埋込み用穴φ180× 400B C L

図－5.8 構造物用車両防護柵基礎の形状

基 礎 砕 石 　 ｔ ＝ １ ０ ０

５ ０

６
０

０
６

０
≦

ｈ
≦

５
０

０

４
０

０

（ 注 ）

コンクリート設計基準強度
　σｃｋ＝ １８Ｎ／ｍｍ

２

鉄筋許容応力度
　σｓａ＝１８０Ｎ／ｍｍ

２

ｂ ５ ０ ０

基 礎 砕 石 　 ｔ ＝ １ ０ ０

５ ０

６
０

０ ４
０

０

（ 注 ）

ｂ ５ ０ ０
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図－5.9 補強鉄筋 参考配筋図
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（歩道用）

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄＬ型擁壁工の設置

縦断勾配が
NO

カット製品での階段施工
NO

別 途 検 討

３％以下である (天端調整高  6≦ｈ≦50cm）

　　　　　YES 　　　　　YES

天端調整が必要ない 　　　　　
NO

（ｈ＝0cm）

　　　　　YES 天端調整高さ（ｈ）
NO

天端調整高さ（ｈ）

6≦ｈ≦25cm 25＜ｈ≦50cm

　　　　　YES 　　　　　YES

タイプ１ タイプ３　（25cmｶｯﾄ製品） タイプ４　（50cmｶｯﾄ製品）

歩道用防護柵を設置する場合

　　　　　YES 　　　　　YES 　　　　　YES

Ｌ型擁壁天端に直付可 基礎形状 基礎形状

天端幅30cm，背面勾配なし 別途検討により決定

（本文P.27(A)参照） （本文P.27(B)参照）

※土中用防護柵の設置位置が，擁壁たて壁背面からの離隔距離75cm以上の場合は，すべての製品を設置できる。

※天端調整は天端擁壁工又は防護柵基礎工で行う。形状については本文に記載。

※タイプ１，３，４については，P.20，21を参照の事

プレキャストＬ型擁壁設置基本フロ－
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（車道用）
ﾌﾟﾚｷｬｽﾄＬ型擁壁工の設

置

防護柵の規格は
NO

別 途 検 討

車両用Ｂ種以下である。

　　　　　YES

縦断勾配が
NO

カット製品での階段施工
NO

別 途 検 討

３％以下である (天端調整高  6≦ｈ≦50cm）

　　　　　YES 　　　　　YES

天端調整が必要ない
　　　　　

NO

（ｈ＝0cm）

　　　　　YES 天端調整高さ（ｈ）
NO

天端調整高さ（ｈ）

6≦ｈ≦25cm 25＜ｈ≦50cm

　　　　　YES 　　　　　YES

タイプ２ タイプ３　（25cmｶｯﾄ製品） タイプ４　（50cmｶｯﾄ製品）

防護柵基礎

　　　　　YES 　　　　　YES 　　　　　YES

防護柵基礎形状 防護柵基礎形状 防護柵基礎形状

標準タイプ 調整タイプ（6≦h≦25cm） 調整タイプ（25＜h≦50cm）

（本文P29,30参照） （本文P29,30参照） （本文P29,30参照）

※土中用防護柵の設置位置が，擁壁たて壁背面からの離隔距離75cm以上の場合，すべての製品を設置できる。

※天端調整は車両用防護柵基礎工で行う。形状については本文に記載。

※タイプ１，２，３，４についてはP.20,21を参照

プレキャストＬ型擁壁設置基本フロ－
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（参考図）６．標準図面

対象とするプレキャストＬ型擁壁は，以下に示す通りであり，本標準図面は，

下表のタイプ毎に標準的な形状，配筋などを参考までに示したものである。

プレキャストＬ型擁壁のタイプ ( )表－6.1 m

名 称 擁壁高さＨ 底版幅 Ｂ

1.00 ﾀｲﾌﾟ 1.00 0.85m

1.25 〃 1.25 1.00m

1.50 〃 1.50 1.15m

1.75 〃 1.75 1.30m

2.00 〃 2.00 1.45m

2.25 〃 2.25 1.60m

2.50 〃 2.50 1.75m

2.75 〃 2.75 1.90m

3.00 〃 3.00 2.05m

3.25 〃 3.25 2.30m

3.50 〃 3.50 2.40m

3.75 〃 3.75 2.60m

4.00 〃 4.00 2.70m
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．
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参 考 資 料
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参考資料１．　Ｌ型擁壁の構造計算結果
　1-1．車両用防護柵を考慮しない場合（１）
　　 　 各タイプの安定計算を行った結果（参考値）は下記の通りである。

        H=1.0～3.0m

1.00 (m) 1.25 (m) 1.50 (m) 1.75 (m) 2.00 (m) 2.25 (m) 2.50 (m) 2.75 (m) 3.00 (m)

0.85 (m) 1.00 (m) 1.15 (m) 1.30 (m) 1.45 (m) 1.60 (m) 1.75 (m) 1.90 (m) 2.05 (m)

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

16.959 24.900 34.248 45.065 57.351 71.217 86.451 103.154 121.326

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

6.500 9.115 12.125 15.531 19.333 23.531 28.125 33.115 38.500

(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m)

ok ok ok ok ok ok ok ok ok

ok ok ok ok ok ok ok ok ok

45.811 (kN/m2) 56.058 (kN/m2) 66.373 (kN/m2) 76.544 (kN/m2) 86.608 (kN/m2) 96.500 (kN/m2 106.441 (kN/m2) 116.330 (kN/m2) 126.179 (kN/m2)

(39.310) (49.415) (59.320) (69.169) (78.975) (88.883) (98.628) (108.352) (118.058)

12.209 (kN/m2) 11.942 (kN/m2) 11.623 (kN/m2) 11.402 (kN/m2) 11.255 (kN/m2) 11.272 (kN/m2 11.218 (kN/m2) 11.200 (kN/m2) 11.212 (kN/m2)

(0.593) (0.385) (0.241) (0.161) (0.130) 0.139 (0.173) (0.231) (0.308)

1.438 2.521 4.023 6.008 8.541 11.686 15.508 20.072 25.442

4.740 6.634 8.809 11.265 14.001 17.018 20.316 23.895 27.755

2.314 2.751 3.312 3.642 4.378 5.328 6.224 7.191 8.229

D13　×　7.5本／ｍ

       As=9.503

　　（　　　　）内の地盤反力は、底版上に上載荷重を考慮しないケース

　　（荷重は１ｍ当り）

(kN/m)

(cm2/m)

e=0.315<B/6

=0.317

e=0.340<B/6

=0.342

F=1.83>Fs=1.5

(kN･m/m)

F=1.81>Fs=1.5

(kN･m/m)

(kN/m)

(cm2/m)

(kN/m)

(cm2/m)

D10　×　6本／ｍ

As=4.278

e=0.291<B/6

=0.292

F=1.78>Fs=1.5

(kN･m/m)

(kN/m)

(cm2/m)

e=0.266<B/6

=0.267

F=1.76>Fs=1.5

(kN･m/m)

(kN/m)

(cm2/m)

e=0.241<B/6

=0.242

F=1.72>Fs=1.5

(kN･m/m)

(kN/m)

(cm2/m)

e=0.190<B/6

=0.192

e=0.216<B/6

=0.217

F=1.68>Fs=1.5

(kN･m/m)

(cm2/m)

F=1.64>Fs=1.5

=0.142

e=0.164<B/6

=0.167

F=1.58>Fs=1.5F=1.51>Fs=1.5

e=0.137<B/6

(kN･m/m)(kN･m/m)

(kN/m)

(cm2/m)

(kN/m)

(kN･m/m)

(kN/m)

(cm2/m)

安
　
全
　
率

参 考 配 筋

断
面
力
算
定

ﾓｰﾒﾝﾄ

せん断力

必要鉄筋量

qmax

qmin

地
盤
反
力

D10　×　7.5本／ｍ

As=5.347

高 さ （ Ｈ ）

転 倒

滑 動

底 版 幅 （ Ｂ ）

鉛 直 荷 重

（Ｖ）

水 平 荷 重

（Ｈ）

-
-

4
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　1-1．車両用防護柵を考慮しない場合（２）
　　 　 各タイプの安定計算を行った結果（参考値）は下記の通りである。

        H=3.25～4.0m

3.25 (m) 3.50 (m) 3.75 (m) 4.00 (m)

2.30 (m) 2.40 (m) 2.60 (m) 2.70 (m)

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

148.270 166.230 193.063 213.475

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

44.281 50.458 57.031 64.000

(m) (m) (m) (m)

ok ok ok ok

ok ok ok ok

130.977 (kN/m2) 142.978 (kN/m2) 150.515 (kN/m2) 162.538 (kN/m2)

(123.458) (135.361) (142.723) (154.668)

16.650 (kN/m2) 14.297 (kN/m2) 16.841 (kN/m2) 14.480 (kN/m2)

(5.473) (3.164) (5.787) (3.462)

31.104 38.859 46.283 56.276

31.524 36.317 40.599 46.002

8.779 10.968 11.178 13.592

（　　　　）内の地盤反力は、底版上に上載荷重を考慮しないケース

高 さ （ Ｈ ）

底 版 幅 （ Ｂ ）

鉛 直 荷 重

（Ｖ）

水 平 荷 重

（Ｈ）

安
　
全
　
率

転 倒

滑 動

e=0.351<B/6 e=0.382<B/6 e=0.400<B/6 e=0.430<B/6

=0.383 =0.400 =0.433 =0.450

F=1.94>Fs=1.5 F=1.91>Fs=1.5 F=1.96>Fs=1.5 F=1.94>Fs=1.5

地
盤
反
力

qmax

qmin

(kN･m/m) (kN･m/m)(kN･m/m) (kN･m/m)

せん断力
(kN/m) (kN/m) (kN/m)

(cm2/m) (cm2/m)

(kN/m)

(cm2/m) (cm2/m)

D16×7.5本／ｍ
As=14.895

参 考 配 筋

断
面
力
算
定

ﾓｰﾒﾝﾄ

必要鉄筋量

-
-

4
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　1-2．車両用防護柵を考慮した場合
　 検討結果、プレキャストＬ型擁壁工の適用範囲は以下の通りである。　

応力計算に用いた配筋

転倒 滑動 σc σs τc Ｈ 径 本数

1.00 × × ○ × ○ 1.00

1.25 × × ○ × ○ 1.25

1.50 ○ × ○ × ○ 1.50

1.75 ○ × ○ × ○ 1.75 Ｄ１０ 7.5

2.00 ○ ○ ○ ○ ○ 2.00

2.25 ○ ○ ○ ○ ○ 2.25

2.50 ○ ○ ○ ○ ○ 2.50

2.75 ○ ○ ○ ○ ○ 2.75

3.00 ○ ○ ○ ○ ○ 3.00

3.25 ○ ○ ○ ○ ○ 3.25

3.50 ○ ○ ○ ○ ○ 3.50

3.75 ○ ○ ○ ○ ○ 3.75

4.00 ○ ○ ○ ○ ○ 4.00

1.00 × × × × ○

1.25 × × ○ × ○

1.50 × × ○ × ○

1.75 × × ○ × ○

2.00 ○ ○ ○ ○ ○

2.25 ○ ○ ○ ○ ○

2.50 ○ ○ ○ ○ ○

2.75 ○ ○ ○ ○ ○

3.00 ○ ○ ○ ○ ○

3.25 ○ ○ ○ ○ ○

3.50 ○ ○ ○ ○ ○

3.75 ○ ○ ○ ○ ○

4.00 ○ ○ ○ ○ ○

1.00 × × × × ○

1.25 × × × × ○

1.50 × × ○ × ○

1.75 × × ○ × ○

2.00 ○ ○ ○ ○ ○

2.25 ○ ○ ○ ○ ○

2.50 ○ ○ ○ ○ ○

2.75 ○ ○ ○ ○ ○

3.00 ○ ○ ○ ○ ○

3.25 ○ ○ ○ ○ ○

3.50 ○ ○ ○ ○ ○

3.75 ○ ○ ○ ○ ○

4.00 ○ ○ ○ ○ ○

Ｄ１３ 7.5

2
5
c
m
カ
ッ
ト
製
品

標
準
品

5
0
c
m
カ
ッ
ト
製
品

6

7.5

安定条件

Ｄ１６

Ｄ１０

応力度
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　1-2．車両用防護柵を考慮した場合（１） 　　Ｐ
　　 　各タイプの安定計算を行った結果（参考値）は下記の通りである。
        H=1.0～3.0m

衝突荷重　Ｐ＝30(kN)×0.44(実験値)/2(m)＝6.60(kN)

1.00 (m) 1.25 (m) 1.50 (m) 1.75 (m) 2.00 (m) 2.25 (m) 2.50 (m) 2.75 (m) 3.00 (m)

0.85 (m) 1.00 (m) 1.15 (m) 1.30 (m) 1.45 (m) 1.60 (m) 1.75 (m) 1.90 (m) 2.05 (m)

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

16.959 24.900 34.248 45.065 57.351 71.217 86.451 103.154 121.326

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

13.100 15.715 18.725 22.131 25.933 30.131 34.725 39.715 45.100

(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m)

out out out out ok ok ok ok ok

out out out out ok ok ok ok ok

100.683 (kN/m2) 105.604 (kN/m2) 111.230 (kN/m2) 117.644(kN/m2) 124.252 (kN/m2) 131.279 (kN/m2) 138.702 (kN/m2) 146.526 (kN/m2) 154.347 (kN/m2)

(94.171) (98.853) (104.207) (110.182) (116.638) (123.629) (131.039) (138.472) (146.312)

0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000(kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2)

(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)

7.444 10.045 13.065 16.568 20.619 25.282 30.622 36.704 43.592

11.340 13.234 15.409 17.865 20.601 23.618 26.916 30.495 34.355

7.097 6.495 6.373 5.951 6.433 6.830 7.283 7.793 8.356

鉄筋判定 out out out out ｏｋ ｏｋ ｏｋ ｏｋ ｏｋ

　　（　　　　）内の地盤反力は、底版上に上載荷重を考慮しないケース

As=9.503

　　（荷重は１ｍ当り）

=0.683

F=1.51>Fs=1.2F=1.44>Fs=1.2 F=1.56>Fs=1.2

e=0.503<B/3e=0.491<B/3e=0.482<B/3

(kN/m)

(cm2/m) (cm2/m)

=0.583 =0.633

F=1.37>Fs=1.2

(kN/m)

(kN･m/m) (kN･m/m) (kN･m/m)

(kN/m)(kN/m)

(kN･m/m)

=0.533

D10　×　6本／ｍ

As=4.278

(cm2/m) (cm2/m)(cm2/m) (cm2/m)(cm2/m)

D10　×　7.5本／ｍ

As=5.348

D13　×　7.5本／ｍ

e=0.474<B/3e=0.471<B/3e=0.479>B/3

水 平 荷 重

（Ｈ）

安
　
全
　
率

転 倒

高 さ （ Ｈ ）

底 版 幅 （ Ｂ ）

鉛 直 荷 重

（Ｖ）

=0.483

F=1.28>Fs=1.2

(kN･m/m) (kN･m/m)

=0.383 =0.433

F=1.18<Fs=1.2

e=0.472>B/3

=0.333=0.283

F=0.92<Fs=1.2 F=1.06<Fs=1.2

e=0.527>B/3 e=0.495>B/3

地
盤
反
力

qmax

qmin

F=0.75<Fs=1.2滑 動

(kN･m/m)

せん断力
(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

参 考 配 筋

断
面
力
算
定

ﾓｰﾒﾝﾄ
(kN･m/m)

必要鉄筋量
(cm2/m) (cm2/m)

-
-

4
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-
-

4

　1-2．車両用防護柵を考慮した場合（２） 　Ｐ
　　 　各タイプの安定計算を行った結果（参考値）は下記の通りである。

        H=3.25～4.0m

衝突荷重　Ｐ＝30(kN)×0.44(実験値)/2(m)＝6.60(kN)

3.25 (m) 3.50 (m) 3.75 (m) 4.00 (m)

2.30 (m) 2.40 (m) 2.60 (m) 2.70 (m)

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

148.270 166.230 193.063 213.475

(kN/m) (kN/m) (kN/m) (kN/m)

50.881 57.058 63.631 70.600

(m) (m) (m) (m)

ok ok ok ok

ok ok ok ok

155.264 (kN/m2) 167.105 (kN/m2) 172.505 (kN/m2) 184.296 (kN/m2)

(147.710) (159.477) (164.732) (176.402)

0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2) 0.000 (kN/m2)

(0.000) (0.000) (0.000) (0.000)

50.640 60.045 68.855 80.498

38.124 42.917 47.199 52.602

8.470 10.043 9.855 11.521

鉄筋判定 ｏｋ ｏｋ ｏｋ ｏｋ

　　（　　　　）内の地盤反力は、底版上に上載荷重を考慮しないケース

D16　×　7.5本／ｍ

As=14.895

(cm2/m) (cm2/m)(cm2/m) (cm2/m)

e=0.528<B/3 e=0.554<B/3

=0.900

(kN/m) (kN/m)

F=1.75>Fs=1.2F=1.76>Fs=1.2

(kN･m/m) (kN･m/m)

断
面
力
算
定

=0.767 =0.800 =0.867

地
盤
反
力

qmax

qmin

F=1.69>Fs=1.2

必要鉄筋量

滑 動

e=0.495<B/3 e=0.521<B/3

せん断力
(kN/m)

(kN･m/m)
ﾓｰﾒﾝﾄ

(kN･m/m)

(kN/m)

F=1.69>Fs=1.2

参 考 配 筋

　　（荷重は１ｍ当り）

高 さ （ Ｈ ）

底 版 幅 （ Ｂ ）

鉛 直 荷 重

（Ｖ）

水 平 荷 重

（Ｈ）

安
　
全
　
率

転 倒
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参考資料２．衝突荷重を考慮したL型擁壁の検討

2 1．検討概要-

防護柵の設置基準（ 10.11），道路土工擁壁工指針（ 11.3）の改訂に基づき，H H

プレキャストＬ型擁壁の車両用防護柵基礎対応等の検討を行ったものである。

2 2．検討条件-

1) 支柱に作用する衝突荷重

道路土工擁壁工指針（ .39より抜粋）P

表－参考2.1 支柱式防護柵の衝突荷重

衝突荷重Ｐ 擁壁天端からの
防護柵の種別 (ｋＮ( )) 作用高さｈ(ｍ)tf

ＳＳ，ＳＡ，ＳＢ 55(5.5) 0.76

ＳＣ 50(5.0) 0.675

Ａ 50(5.0) 0.6

Ｂ，Ｃ 30(3.0) 0.6

注）本検討の対象はＢ，Ｃ種とする。

2）防護柵の種別

防護柵設置基準・同解説（ 12.13より抜粋）P

表－参考2.2 種別の設定

種 別
強 度

路 側 用 分 離 帯 用 歩車道境界用

C Cm Cp45ｋＪ以上

B Bm Bp60ｋＪ以上

A Am Ap130ｋＪ以上

SC SCm SCp160ｋＪ以上

SB SBm SBp280ｋＪ以上

420ｋＪ以上 －SA SAm

650ｋＪ以上 －SS SSm

注）本検討の対象はＢ，Ｃ種とする。



- -48

3) 擁壁に対する衝突荷重の影響

車両の衝突荷重は車両用防護柵基礎工を介して擁壁に荷重伝達し，伝達され

る影響荷重は擁壁１ブロック全体で受け持つものとする。

(道路土工 擁壁工指針(Ｐ38 衝突荷重参照))

図－参考2.1 擁壁に作用する衝突荷重

本書で定める車両用防護柵を設置できる製品はＨ＝2.0 以上であり，荷重m

分散角を45°で考えると，底版での荷重分散幅は2.0 以上となる。m

プレキャスト擁壁の１ブロック長は2.0 であるため，防護柵基礎で分配伝m

達された衝突荷重は１ブロック全体で受け持つものとした。

4）安全率及び許容応力度

安全率及び許容応力度は短期扱いとする。

転倒に対して Ｆａ ≧ 1.2 以上

Ｂ
また， ≦ 以内｜ ｜e

３

滑動に対して Ｆａ ≧ 1.2 以上

許容応力度

30
2ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮応力度 σ ＝ ×1.5 ＝ 15ca N/mm

３
2鉄筋の引張応力度 σ ＝ 180×1.5 ＝ 270sa N/mm

表－参考2.3 鉄筋の許容応力度（ ）N/mm 2

鉄筋の種類 295 345SD A SD
引張応力度，部材の種類

荷重の組み合わせに衝突荷重ある 一般の部材 180 180
注１）

いは地震の影響を含まない場合 厳しい環境下の部材 160 160
注２）

荷重の組み合わせに衝突荷重あるいは地震の影響を含む場合
の許容応力度の基本値 180 200

注１）通常の環境や常時水中，土中の場合。
注２）一般の環境に比べて乾湿の繰り返しが多い場合や有害な物質を含む地下水位以下の場合。
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2 3 検討方針-

1）衝突荷重の決定

表－参考2.1より，衝突荷重はＰ＝30 （3.0 ），作用高 0.6 を採用する。kN tf h= m

実験結果（参考資料５ 71）より，衝突荷重が擁壁に伝達する比率は，荷重作用P

位置から逆端部に向かって44％,29％,27％である。

44％(13.2 )kN
29％(8.7 )kN

27％(8.1 )kN

○ ○ ○

荷重載荷位置（30 ）kN

荷重モデル図－参考2.2

検討は荷重の比率が最大となる位置について行う。

採用値は30( )×44( ) 2( ) 6.6( )kN % / m = kN/m

2）衝突荷重の作用位置

車両の衝突荷重の作用位置は，地表面よりｈ＝0.6ｍの位置( )であるが，P

プレキャストＬ型擁壁へは車両用防護柵基礎工を介して伝達される。

したがって分配伝達された衝突荷重は，擁壁天端( ) に作用するものとしP' ※

て検討する。

※カット製品の場合プレキャスト 型擁壁の天端は地表面より下であるが， に作用すL P'

るものとみなす。

P
m0.6

’ ▽地表面P

図－参考2.3 衝突荷重の作用位置
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参考資料３．車両用防護柵基礎の検討

3 1 検討条件-

防護柵の設置方法は色々あるが，「プレキャストＬ型擁壁の設計施工マニュ

アル（案）」改訂版の車道用防護柵の基礎は，防護柵が必要な箇所に擁壁を施

工する場合にプレキャストＬ型擁壁を採用した場合の基礎構造である。

尚，適用条件に適合しない箇所においては，別途検討を行うものとする。

1）基本条件

① 防護柵基礎の安定検討にあたっては，衝突荷重は１施工ブロック当り１

箇所に作用し，衝突荷重を１施工ブロック全体で受け持つものとして計算

を行うものとする。（道路土工－擁壁工指針ｐ38～39）

② 車道用防護柵対応のために新たにプレキャストＬ型擁壁の規格製品を作

ることは，現在行っている規格の集約化によるコスト縮減と言うことに反

するので，既存の規格製品のプレキャスト製品を使用して車道用防護柵を

設置することを前提として基礎構造を決定する。

2）防護柵基礎の１施工ブロック

① コンクリート構造物の伸縮目地で区切られる１施工ブロックは，構造物

の形状によっても違うが，一般的に５～１０ｍの範囲で施工されている。

② 転倒および地盤反力の検討に用いる等分布衝突荷重( )は，以下の式でqa

求める。（車両用防護柵標準仕様・同解説ｐ113）

＝Ｆ Ｌ Ｆ ： 衝突荷重（ ）qa / a KN

Ｌ ： 防護柵基礎１ブロックの延長（ｍ）≦50ｍa

③ プレキャストＬ型擁壁の製品の長さは２ｍであり，検討１施工ブロック

延長は２ｍの倍数の長さを考える。

④ 以上のことを考慮して，一般的に採用できる基礎構造に集約し１施工ブ

ロック（伸縮目地で区切られる長さ）を６ｍ（以上）として，衝突荷重を受

け持たせることとする。

なお，「プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュアル(案)」は，構造規格

を集約化し簡素化を図ることによりコスト縮減を図るものであり，防護柵

基礎の１施工ブロックを６ｍ（以上）と条件をつければ，新たに規格製品

を作ることなく，既存の製品で対応できる。

1),2)より，車両用防護柵基礎工の安定計算は，基礎工の１ブロック当たり

で受けもたせる。１ブロックは通常目地間隔(10ｍ程度)であるが，施工実態

等を考慮し，１ブロック６ｍとして設計計算を行う。また，衝突荷重が中央

の支柱以外に作用した場合の反力を実験結果より設定する。
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図－参考3.1 衝突荷重の影響範囲

基礎工の安定計算は，影響範囲を6.0ｍとする。したがって基礎工は１ブロッ
ク６ｍ以上で施工すること。

3)許容応力度

衝突荷重の照査であるため，許容応力度は短期扱いとする。

防護柵基礎工に配筋される鉄筋は衝突荷重に対する補助筋と考え，基礎工は

無筋コンクリート構造物として検討する。

）σ ＝18 (180 ･現場打ち無筋コンクリートck N/mm kgf/cm2 2

）σ ＝180 (1800 ･ 295sa N/mm kgf/cm SD A2 2

ckσ
2ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮応力度 σ ＝ ×1.5 ＝ 6.75ca N/mm

4

ckσ
2ｺﾝｸﾘｰﾄせん断応力度 τ ＝（ ＋0.15）×1.5 ＝ 0.495ca N/mm

100

2鉄筋の引張応力度 σ ＝ σ ×1.5 ＝ 270sa s N/mm

無筋コンクリートの許容応力度（ ）表－参考3.1 N/mm
2

応力度の種類 許 容 応 力 度
ckσ

圧 縮 応 力 度 ≦5.5
４

ckσ
曲 げ 引 張 応 力 度 ≦0.3

80
ckσ

せ ん 断 応 力 度 ＋ 0.15
100
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安定計算3 2．-

1）検討方針

防護柵基礎は，Ｌ型擁壁において支持されており，下図の０点における回

転モーメントの釣り合いで安定検討を行う。

部材設計においては，衝突によって生じる回転モーメントに対して躯体の

応力検討を行う。（道路土工 擁壁工指針ｐ38～39）（これにより力の伝達が

確認され１施工ブロックが一体となって働く。）

Ｐ

Ｐ ＝衝突荷重600
Ｐ1＝土圧力(主働)

500 1 Ｐ2＝土圧力(受働)P

Ｗ ＝基礎工の躯体( )O W
600 2P

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ 型擁壁L

図－参考3.2 防護柵基礎にかかる荷重

０点を支点として，衝突荷重Ｐ＋Ｐ1を転倒モ－メント(Ｍａ)

躯体自重Ｗ＋Ｐ2を抵抗モ－メント(Ｍｐ)

Ｐ2については，０点を支点とした場合，衝突荷重に対して受働方向に抵抗

するため，受働土圧力として考える。

車両用防護柵標準仕様・同解説 113では，受働土圧が見込める場合には受p

働土圧による抵抗モーメントを加算できると記述されており，実験検証( 72)p

により受働土圧の発生も確認されているため，本防護柵基礎設計では，受働

土圧を加味するものとする。

尚，道路土工 擁壁工指針 73より，受働土圧が発揮される変位は主働土圧p

に比べて大きいので，算出した受働土圧にさらに0.5を乗じた値を用いるとし

ているため，本検討では受働土圧係数に0.5を乗じた値を設定する。

安定計算の照査
Ｍｐ

転倒に対して Ｆ ＝ ≧ 1.2 （短期）
Ｍａ

主働土圧係数
(φ-α)cos2

Ｋ ＝A
2sin + sin(φ δ)･ (φ-β)

cos cos + +2α・ (α δ)･ 1
(α δ)･ (α-β)cos + cos

受働土圧係数
(φ α)cos +2

Ｋ ＝ ×0.5P
2sin sin +(φ-δ)･ (φ β)

α・ (α δ)･ 1-cos cos +2

(α δ)･ (α-β)cos + cos
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φ：土のせん断抵抗角 ＝30°

α：壁背面と鉛直面のなす角 ＝０°

β：地表面と水平面のなす角 ＝０°

δ：壁背面と土との間の摩擦角 ＝20°（＝2 3φ）/

※受働土圧計算時はδ＝０°とする。(道路土工擁壁工指針 69)P

（主働土圧係数）Ｋ ＝0.2973より，Ａ

水平土圧係数 Ｋ ＝Ｋ ･cos(α+δ)＝0.2794AH A

（受働土圧係数）Ｋ ＝3.0000×0.5＝1.5000より，Ｐ

水平土圧係数 Ｋ ＝Ｋ ･cos(α+δ)＝1.5000PH P

2） 防護柵基礎高さ50 の場合cm

Ｐ 衝突荷重
車両用防護柵基礎を6.0 長で設置するので，m

/ kN/m600 Ｐ＝30.0 6.0＝5.0

1p
1 (19.0×0.0)×0.2794＝ 0.000 ㎡p = kN/

500 ①
2 (19.0×0.5)×0.2794＝ 2.654 ㎡p2 p = kN/

2q
② 2 (19.0×0.5)×1.5000＝14.250 ㎡q = kN/

006

3 (19.0×1.1)×1.5000＝31.350 ㎡q = kN/
3q

500

図－参考3.3 荷重分布

安定の照査

p + kN m/mＭ ＝ 5.0×(0.5 0.6)＝5.500 ･

+ / kN m/mＭ ＝(0.000 2.654)×0.50×1 2×0.167＝0.111 ･①

+ / kN m/mＭ ＝(14.250 31.350)×0.60×1 2×0.338＝4.624 ･②

c kN m/mＭ ＝ 23.0×(1.1×0.5)×0.250＝3.163 ･

Ｍ は回転力の抵抗側に働くので安全率を1.2とすると②

転倒ﾓｰﾒﾝﾄ Ｍ Ｍ ＝5.500 0.111＝5.611p+ +①

抵抗ﾓｰﾒﾝﾄ Ｍ Ｍ ＝4.624 3.163＝7.787② + c +

Ｆ ＝7.787 5.611＝1.38＞1.2となり，安定している。a /
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3） 防護柵基礎高さ最小の場合

/ kN/mＰ 衝突荷重 Ｐ＝30.0 6.0＝5.0

600 点を中心として回転するため、主働土圧①はない。o

1， 2＝0q2 p p
o

600 ② 2 (19.0×0.0)×1.5000＝ 0.000 ㎡q = kN/

3 3 (19.0×0.6)×1.5000＝17.100 ㎡q q = kN/

500

図－参考3.4 荷重分布

安定の照査

p kN m/mＭ ＝ 5.0×0.6＝3.00 ･

kN m/mＭ ＝0.0 ･①

+ / kN m/mＭ ＝(0.0 17.100)×0.60×12×0.40＝2.052 ･②

c kN m/mＭ ＝ 23.0×(0.6×0.5)×0.25＝1.725 ･

Ｍ は回転力の抵抗側に働くので安全率を1.2とすると②

転倒ﾓｰﾒﾝﾄ Ｍ Ｍ ＝3.000 0.0＝3.000p+ +①

抵抗ﾓｰﾒﾝﾄ Ｍ Ｍ ＝2.052 1.725＝3.777② + c +

Ｆ ＝3.777 3.000＝1.26＞1.2となり，安定している。a /
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4）回転軸の照査

回転軸となるプレキャストＬ型擁壁の天端には土圧，衝突荷重が作用するた

めそれらの荷重に耐えうることが回転軸となる条件となる。よって，プレキャ

ストＬ型擁壁天端の照査を行う。

°衝突荷重 30 であり，荷重の分散角度は45P= kN

であるので衝突荷重の影響範囲は1.2ｍである。

よって検討に用いる衝突荷重は，

Ｐ＝30 1.2＝25( ) とする。/ kN/m

図－参考3.5 影響範囲

土圧の算定には図－参考3.5から算出する。本検討においては安全側に配慮

し上載荷重（10 ）を見込む。kN

1 (10.0 19.0×0.0)×0.2794＝ 2.794 ㎡p = + kN/

2 (10.0 19.0×0.5)×0.2794＝ 5.448 ㎡p = + kN/

2 (10.0 19.0×0.5)×1.5000＝29.250 ㎡q = + kN/

3 (10.0 19.0×1.1)×1.5000＝46.350 ㎡q = + kN/

天端には土圧，衝突荷重がともに作用するため，せん断力は，

(2.794 5.448)×0.50×1 2 (29.250 46.350)×0.60×1 2 25So ＝ + / + + / +

＝49.74 ( )kN/m

＝0.1×1.414×1.0A

＝0.1414 (㎡)

プレキャストコンクリートの許容せん断応力度

τ ＝0.45×1.5(短期)＝0.675( )a N/mm 2

図―参考3.6 擁壁天端せん断応力度は

So/Aτ＝

＝49.74 0.1414/

＝352( ㎡)kN/

＝0.352( ) ＜ τ 0.675( ) 【 】N/mm a = N/mm ok2 2
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3 3．断面力の照査-

プレキャストＬ型擁壁工のカット製品を使用して，車両用防護柵基礎工を同

擁壁の天端に設ける場合，車両用防護柵基礎工の１スパン長（目地間隔）は，

６ｍ以上は必要である（車両用防護柵基礎対応検討結果より）。このため，車

両用防護柵基礎工が１スパン長として一体化するための断面力照査を行う。

せ車両用防護柵支柱に作用する衝突荷重を，基礎工の１スパン長まで伝達さ

には，局部的に作用する衝突荷重を基礎工１スパンが一体となって抵抗するる

断面力が必要である。なお、一体となる検討方法は以下の通りである。

①衝突荷重の影響幅に対する検討

②支柱定着部の検討

③ねじりに対する検討

3 3 1 衝突荷重の影響幅に対する検討- -

衝突荷重に対しては，支柱に直接受ける衝突荷重を，支柱を介して受ける影

響幅に換算し，断面力の検討を行う。

断面力算定は，支柱１本当たりに補強される鉄筋量を支柱間隔で換算し照査

を行う。

1） 影響幅の算出

荷重分散角・・・・・・ 45゜

cm支柱箱抜き管幅・・・・ 20

cm基礎工高さ（Ｈ）・・・最大 50

cm支柱根入れ長 ・・・ 40

車両用防護柵基礎工天端からプレキャストＬ型擁壁工までの基礎高さが6～50

と変化するが，影響幅は狭い方が単位面積当りの受け持つ衝突荷重が大きくcm

なる。

2.00 2.00

防護柵支柱

h= m0.6

( )H

影響幅Ｂ

図－参考3.7 衝突荷重の影響幅
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しかし、プレキャストＬ型擁壁工の天端より支柱の根入れ下端が下がる場合，

防護柵支柱がせん断に対し抵抗するため，影響幅としては支柱根入れ長（40

)が最小値である。このため，基礎高が支柱の根入れ長と等しくなる ＝40cm H

の位置で検討する。影響幅は支柱下端とする。cm

2）検討方針

基礎工高さ（Ｈ）＝40 支柱根入れ長）cm（

影響幅（Ｂ）

Ｂ＝2･Ｈ＋支柱箱抜き管幅(0.2)

＝2×0.4＋0.2＝1.0ｍ

図－参考3.8 影響幅
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3）設計計算

衝突荷重　P=30kNであり、荷重の分散角度は

45°であるので

Ｐ＝30/1.0＝30(kN/m)とする。

 図－参考3.9　荷重の分散

(衝突荷重)

P ＝ 30.0 (kN/m)

(土圧)

P1＝ Ｋh･ｑ

  ＝ 0.2794×10

  ＝ 2.794 (kN/m)2

P2＝ Ｋh･γd･ｈ

  ＝ 0.2794×19×0.4

  ＝ 2.123 (kN)

図－参考3.10　防護柵基礎断面(H=0.4m)

せん断力

Ｓ＝ P1･h＋1/2･P2･h＋P

  ＝ 2.794×0.4＋1/2×2.123×0.4＋30

  ＝ 31.542 (kN/m)

モーメント

Ｍ＝ 1/2･P1･h ＋1/6･P2･h ＋P･H２ ２

  ＝ 1/2×2.794×0.4 ＋1/6×2.123×0.4 ＋30×12 2

  ＝ 30.28 (kN･m/m)
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応力度の照査

補強に用いる鉄筋は組立筋の配筋を考慮し，250mmピッチ程度で照査を行う。

D13 × 250 (As=5.068)とする。

b＝ 1000 (mm)

D＝ 500 (mm) ｄ 　Ｄ

d＝ 425 (mm)   ･  ･  ･  ･  ･

As= 5.068 (cm2) ｂ

　 図―参考3.11

中立軸

x＝ n･As/b×{sqrt(1+2b･d/n･As)-1}

＝ 15×506.8/1000×{sqrt(1+2×1000×425/(15×506.8))-1}

＝ 73.141 (mm)

σc＝ 2M/{b･x(d-x/3)}

＝ 2×30.28×10e6/{1000×73.141×(425－73.141/3)}

＝ 2.1 ＜ 6.75 N/mm 2 【ok】

σs＝ M/{As･(d-x/3)}

＝ 30.28×10e6/{506.8×(425－73.141/3)}

＝ 149.1 ＜ 270 N/mm 2 【ok】

τa＝ S/(b･d)

＝ 31.542×1000/(1000×425)

＝ 0.07 ＜ 0.33 N/mm 2 【ok】

図－参考3.12　補強鉄筋 配筋参考図
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3-3-2 支柱定着部の検討

１）計算手法

コンクリートの押抜せん断抵抗と補強鉄筋の引張抵抗が協働で作用し，衝突荷重

を支持するものとする。

コンクリートと補強鉄筋の協働抵抗Ｒは次式により算定する。

R Rc Rs＝ ＋

コンクリートの押抜せん断抵抗Rc：

補強鉄筋の引張抵抗Rs：後部

＝ ･τ ･ＳRc nc pa

：割増係数 1.5n c

：許容押抜せん断応力度＝80 （ ＝18 ）τpa N/cm ck N/mm2 2σ

Ｓ：コンクリートの計算せん断面積

＝16×50＋25×π 2＋20×252 /
2＝2282cm

＝2･ｋ･ ･ ･ θRs As sy cosσ

ｋ：形状係数 型のときｋ 0.6V =

：補強鉄筋の公称断面積＝1.267 （ 13)As cm D2

( 295)σsy N/cm：補強鉄筋材料の降伏点または耐力＝29,500 2 SD

V = °θ：荷重方向と補強鉄筋のなす角度 型のときθ 45

なお，前部補強鉄筋量については，後部補強鉄筋量の1 2相当量以上とするか，ま/

たは後部補強鉄筋強度計算方法に準じて算定される量以上とする。

図－参考3.13 せん断面とせん断面積
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２）強度照査

コンクリートと補強鉄筋の協働抵抗値が定着部に作用する反力値以上であること

を確認するとともに，補強鉄筋の定着長が十分であることを照査する。

・反力値

F h h /h Pmax1＝( 1＋ 2) 1･

＝(24＋68)24×30,000/

＝1.15×10Ｎ5

・協働抵抗値

＝ ･τ ･ＳRc nc pa

＝1.5×80×2282

＝2.74×10Ｎ5

図－参考3.14 定着寸法と荷重

＝2×0.6×1.267×29,500× 45°Rs cos

＝0.32×10Ｎ5

Rc RsＲ＝ ＋
5 5＝2.74×10 0.32×10＋

＝3.06×10Ｎ＞ 1＝1.15×10Ｎ 【 】5 5F ok
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3-3-3 ねじりに対する検討

荷重が１ブロックの端部の支柱に作用した場合を想定し，ねじりモーメント

に対しての照査を行う。この場合基礎の中心より下側（図－参考3.15 斜線部

分）には受働土圧が発生するため，６ｍ分の抵抗モーメントを考慮する。

ねじりモーメントによるコンクリートのせん断応力度とせん断力による平均

せん断応力度の和は，それぞれ表の値以下としなければならない。

表－参考3.2 コンクリートのせん断応力度の最大値( )N/mm2

21 24 27 30 40 50 60 ※18応力度の種類
コンクリートの設計基準強度

2.8 3.2 3.6 4.0 5.3 6.0 6.0 2.4
ねじりモーメントによるせん断応力度

ねじりモーメントによるせん断応力度と
3.6 4.0 4.4 4.8 6.1 6.8 6.8 3.2せん断力による平均せん断応力度の和

※は比例配分により求めた値

ねじりモーメント

t tτ＝Ｍ ／Ｋ

τ：ねじりモーメントにより部材断面

に生じるコンクリートのせん断応

力度( )N/mm2

：部材断面に作用するねじりモーメMt

ント( ･ )N mm

：ねじりモーメントによるせん断応Kt

力度に関する係数( )mm 3

図－参考3.15 衝突荷重作用位置ｂ･ｈ2

＝Kt
η

表－参考3.3 算出式におけるηの値Kt

１ ２ ３ ５ 10 20 ∞h/b

η 4.80 4.07 3.74 3.43 3.20 3.10 3.00

必要鉄筋量

（横方向（スターラップ筋））

Ｍt･a
Aw ＝

Ｓ1.6bt･ht･σ

（軸方向）

2Aw(bt+ht)
Ａl＝

a

ａ：横方向鉄筋の間隔(mm)

ht,bt：図に示す幅及び長さ(mm)

図－参考3.16 検討断面
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検討は基礎高さが最大，最小の場合についておこなう。

１）基礎高さ最大時（1100 ）のねじりに対する検討mm

①せん断応力度の算出

検討は長辺ht950mm，短辺bt350mmの長方形断面とす

る。

ねじりモーメントに対するコンクリートのせん断応力度

350×9502

Kt ＝ ＝ 2.859×10 (mm )7 3

4.07

Mt ＝ 3.0×10×(950/2＋650)4

＝ 3.375×10(N･mm)7

図－参考3.17 検討断面
Mt 3.375×107

τ1＝ ＝ ＝ 1.180(N/mm )2
7Kt 2.859×10

平均せん断応力度

衝突荷重P=30kNは擁壁天端(ht/2)において，1.2mの影響範囲となる。

鉄筋のかぶりを7.5 とすると，cm

Ｐ 3.0×10 /1.24

τ2＝ ＝ ≒ 0.059(N/mm )2
Ａ 425×1000

τ1＋τ2＝1.180+0.059＝1.239(N/mm)＜3.2(N/mm)2 2

以上より，コンクリートの圧壊は生じない。

図－参考3.18 衝突荷重の影響範囲

②ねじり補強鉄筋量

（横方向（スターラップ筋））

Ｍt･a 3.375×10×2507

Aw＝ ＝
1.6bt･ht･σ 1.6×350×950×270Ｓ

＝ 58.7(mm)＝0.59(cm)＜1.267(cm) ･･･D13×ctc250(以下) 【ok】2 2 2

（軸方向）

2Aw(bt+ht) 2×58.7×(350+950)
Al＝ ＝

a 250

＝ 610(mm)＝6.10(cm)＜7.944(cm) ･･･D16×4本 【ok】2 2 2

ａ：横方向鉄筋の間隔(mm)

ht,bt：図に示す幅及び長さ(mm)
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２）基礎高さ最小時（600mm）のねじりに対する検討

①せん断応力度の算出

検討は長辺ht450mm，短辺bt350mmの長方形断面とす

る。

350×4502

Kt ＝ ＝ 1.148×10 (mm )7 3

4.80

Mt ＝ 3.0×10×(450/2+650)4

図－参考3.19 検討断面＝ 2.625×10(N･mm)7

Mt
τ1＝ ＝ 2.286(N/mm)2

Kt

衝突荷重P=30kNは基礎中央(ht/2)において，

0.8mの影響範囲となる。

Ｐ 3.0×10 /0.84

τ2＝ ＝ ≒ 0.088(N/mm )2
Ａ 425×1000

τ1＋τ2＝2.374(N/mm)＜3.2(N/mm)2 2

以上より，コンクリートの圧壊は生じない。

図－参考3.20 衝突荷重の影響範囲

②ねじり補強鉄筋量

（横方向）

2.625×10×2507

Aw ＝
1.6×350×450×270

＝ 96.4(mm )＝0.96(cm)＜1.267(cm) ･･･D13×ctc250(以下) 【ok】2 2 2

（軸方向）

2×96.4×(350＋450)
Al ＝

250

＝ 617(mm)＝6.17(cm)＜7.944(cm) ･･･D16×4本 【ok】2 2 2
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図－参考3.21 補強鉄筋参考配筋図



- -66

参考資料４．床版による隣接地への乗入れの対応

4 1．検討概要-

プレキャストＬ型擁壁工の施工後，隣接地からの占用物件として，出入口確保

の搬路等の申請がある。道路沿いに水路等があり，プレキャストＬ型擁壁工まで

埋め立てが出来ない場合，床版工等で行う必要がある。

この場合，プレキャストＬ型擁壁工に与える影響として，床版工基礎工からの

反力が考えられ，同基礎工の設置位置によっては，プレキャストＬ型擁壁工の安

定条件を照査する必要がある。

「プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュアル(案)」での底版幅の決定は，安定

計算上の最小値であり，大半が転倒時で決まっている。このため，床版基礎工を

設ける場合は，プレキャストＬ型擁壁への影響が無いように同基礎工の位置を，

プレキャストＬ型擁壁合力の作用位置より前面側（たて壁側）へ設置しない事，

又，水路幅が1.0ｍ程度の簡易な出入口の場合は，プレキャストＬ型擁壁の天端

を水平支持させるような床版を設けることによって（図－参考4.1）乗入り部に

設置することができる。尚，水平支持させる床版を設ける場合は，プレキャスト

Ｌ型擁壁の構造照査を行って設置すること。

図―参考4.1 擁壁の天端を水平支持させる床版

以上の事から、床版基礎工を設置する場合の条件等を示すと下記の通りである。

(1) 床版及び同基礎工は，プレキャストＬ型擁壁工に接しないこと。

（たて壁の天端をカットし，床版の設置となるが，たて壁に接しないこと）

(2) 床版設置後のプレキャストＬ型擁壁工の安定について照査すること。

（床版基礎工は，原則的に合力の作用位置より背面側に設置すること。）

（最大地盤反力が床版設置前より増加する場合，支持力照査を行うこと。）

参考値として，水路幅１～４ｍの場合の，プレキャストＬ型擁壁工の高さ毎で

影響度を照査した結果は次頁の通りである。

尚，実際の適用にあたっては，乗入れ条件，地質条件等を勘案し工法等を決定

すること。
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4 2．プレキャストＬ型擁壁工への影響-

各擁壁高さごとの安定計算の大半は転倒で決まっている。このため，安定計算

上の偏心位置(ｅ)に床版反力を作用させる場合は安定となるが，それより前面に

作用させるのは転倒において となる。out

安定計算時の問題とすれば地盤反力が当初より増加することである。このため，

地盤反力が設計値と同じ又は以下となる床版の基礎工の位置( )の検討（ケースLs

１）と現設計の合力の作用位置に同基礎工を作用させた場合（ケース２）を検討

する。

計算条件

①荷 重･･････床版自重は占用スパンの12( 2)までを考慮する。床版の厚さ/ Bs/

はスパンの110程度とする。/

上載荷重は10 ㎡（25ｔ荷重)kN/

②占用スパン･･1.0，1.5，2.0，3.0，4.0( )の５タイプで検討する。m

Bs Ls

集中荷重( )は より背面側の位置にPs H Ps e
作用させなければならない。

e

2q

1q

（許容反力範囲）

B

図―参考4.2 床版基礎工の設置位置

表―参考4.1 に対応した荷重一覧Bs

( ) 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0Bs m

厚さ( ) 0.1 0.15 0.2 0.3 0.4m

45 9.80 0 39.20自重( ) 2. 5.51 22. 5kN

( ) 10.00 15.00 20.00 30.00 40.00上 載 荷 重 kN

3 14.90 03 39.60Ps kN( ) 6.2 10.27 26.

各擁壁高さごとに荷重を作用させ，設置位置( )を合力の作用位置( )より後方Ls e

に変化させて (設計値)≦ 1となる位置において地盤反力が許容反力範囲内でqmax q

あるかを照査する。
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表―参考4.2 計算結果一覧（検討ケース１ 床版基礎工の位置検討）

擁壁高さ ( ) 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0m

底版幅 ( ) 0.850 1.150 1.450 2.050 2.700m

( 2 ) 0.288 0.385 0.484 0.685 0.920合力の作用位置 B/ -e

( ㎡) 45.81 66.37 86.61 126.18 162.54地盤反力（設計値） kN/
( )Ls m

( 0.567 0.770 0.970 1.370 1.800床版荷重
作用位置）Bs=1.0

( ) ① ① ① ① ①m 地盤反力

1, 2 45.79 26.87 66.28 22.54 86.55 19.90 126.15 17.32 162.54 19.09q q
( ㎡)kN/
( )Ls m

( 0.561 0.770 0.970 1.370 1.800床 版 荷 重
作用位置）Bs=2.0

( ) ② ① ① ① ①m 地盤反力

1, 2 46.51 46.57 66.15 37.76 86.47 31.95 126.11 25.82 162.54 25.52q q
( ㎡)kN/
( )Ls m

( 0.503 0.770 0.970 1.370 1.800床 版 荷 重
作用位置）Bs=3.0

( ) ② ① ① ① ①m 地盤反力

1, 2 59.57 59.69 65.98 57.28 86.36 47.40 126.06 36.73 162.54 33.76q q
( ㎡)kN/
( )Ls m

( 0.476 0.727 0.970 1.370 1.800床 版 荷 重
作用位置）Bs=4.0

( ) ② ② ① ① ①m 地盤反力

1, 2 75.63 75.57 73.50 73.37 86.23 66.25 125.99 50.04 162.54 43.81q q
( ㎡)kN/

① ②

2 2q q
1≦q

1＞qmax q
qmax

図－参考4.3 底版にかかる荷重パターン

上表は，地盤反力 1が 以下となる の位置を求めたものである。荷重q qmax Ls

パターン①では 1≦ となるが，パターン②では 1が最低の場合でも 1＞q qmax q q

となるので地盤支持力の照査を行う必要がある。qmax
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合）表―参考4.3 計算結果一覧（検討ケース２ 標準品での合力の作用位置に作用させた場

擁壁高さ ( ) 1.0 1.5 2.0 3.0 4.0m

底版幅 ( ) 0.850 1.150 1.450 2.050 2.700m

( 2 ) 0.288 0.385 0.484 0.685 0.920合力の作用位置 B/ -e

( ㎡) 45.81 66.37 86.61 126.18 162.54地盤反力（設計値） kN/
( )Ls m

( 0.288 0.385 0.484 0.685 0.920床版荷重
作用位置）Bs=1.0

( ) ③ ③ ③ ③ ③m 地盤反力

1, 2 60.22 12.45 77.15 11.67 95.18 11.27 132.24 11.23 167.05 14.58q q
( ㎡)kN/
( )Ls m

( 0.288 0.385 0.484 0.685 0.920床 版 荷 重
作用位置）Bs=2.0

( ) ③ ③ ③ ③ ③m 地盤反力

1, 2 80.29 12.79 92.17 11.74 107.13 11.28 140.68 11.25 173.33 14.73q q
( ㎡)kN/
( )Ls m

( 0.288 0.385 0.484 0.685 0.920床 版 荷 重
作用位置）Bs=3.0

( ) ③ ③ ③ ③ ③m 地盤反力

1, 2 106.04 13.22 111.44 11.82 122.46 11.31 151.51 11.27 181.39 14.91q q
( ㎡)kN/
( )Ls m

( 0.288 0.385 0.484 0.685 0.920床 版 荷 重
作用位置）Bs=4.0

( ) ③ ③ ③ ③ ③m 地盤反力

1, 2 137.45 13.74 134.94 11.92 141.15 11.33 164.72 11.31 191.22 15.13q q
( ㎡)kN/

合力の作用位置に荷重を作用させると， 1の地盤反力が増加し，逆に 2はほぼq q

変わらない値となっている。設計値より地盤反力が増加するため，地盤支持力の照

査を行って設置する必要がある。

③

2q

1<q
qmax

図－参考4.4 底版にかかる荷重パターン
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4 3．床版基礎工の位置-

床版基礎工の位置は，現地状況等を考慮して検討ケース１，２の範囲で選択す

る。

4 4．25ｔ荷重対応について-

同設計においては通行車両と床版の形状を十分に考慮した上でプレキャストＬ

型擁壁工を使用可能であるか検討を行う必要がある。



- -71

プ レ キ ャ ス ト 擁 壁 対 応 の 車 道 用 防 護 柵 基 礎

（受動土圧を考慮した防護柵基礎の設計方法）

四国技術事務所 技術課長 今田文男,技術第一係長 山地哲一, 主任○大石明徳
<実証実験>全国コンクリート製品協会四国支部 技術委員長 松山哲也

<実証実験>愛媛大学 工学部 環境建設科教授 八木則男
１．はじめに

公共工事においては、省力化､工期短縮､コスト縮減等の観点からプレキャスト化を進めており、

各種プレキャスト製品が販売されているが、設計条件が様々で、様々な規格形式の製品が販売され

ており、普及が進んでいないものもある。

プレキャストＬ型擁壁では、四国内で13社49種類の型式の製品

が販売されていたが、宅地造成用として開発されたものが主であ

り、公共土木施設への使用においては設計条件が異なるため再検

、 。討が必要となり 一般的に使用されるまでには至っていなかった

このような状況に対応するために、四国技術事務所では、全国

コンクリート製品協会四国支部と連携し、設計の考え方､適用条件

の統一と標準化を図り、｢プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュア

ル(案)｣を作成して平成10年度から運用している。当マニュアル運

用後は、プレキャストＬ型擁壁の採用件数が大幅に伸びている。

２．課 題

しかし、プレキャストＬ型擁壁は、車道用

防護柵の設置対応ができていないため、車道

、 、端への採用ができず課題となっており 特に

地方自治体等では、車道用防護柵の設置対応

の要望が高い。

この課題への対応として、平成11年度に車

道用防護柵基礎の設計方法を提案した。

（図-3)防護柵基礎の施工条件

①道路縦断勾配が３%以下の場合は、標準型とする。

②道路縦断勾配が３%以上の場合は、摺り合わせ型とする。

３．車道用防護柵基礎の設計の考え方

防護柵基礎は、擁壁により支持され、図-4のＯ点におけるモー

メントの釣り合いにより安定する。

擁壁に作用する衝突荷重は、防護柵基礎により分配されて擁壁

に作用するものとして設計を行う。

プレキャストＬ型擁壁の使用数量の推移
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図-4 土圧説明

Ｏ

図-3 車道用防護柵基礎構造(提案)

摺り合せ型
　勾配 3%以上

標準型

H<50c

H>5cm

摺り合せ型

5c m ～
5 0 c m

Ｈ

標準型

Ｈ
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図-1 使用の推移

図 2 活用後の評価-
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４．官・民・学連携による実証実験

平成11年度に提案した設計方法に関する設計

条件の確認のため、全国コンクリート製品協会

四国支部及び愛媛大学工学部環境建設科八木教

授と連携し、平成12年度に実証実験を行った。

４-１．実証実験の目的

①防護柵基礎背面の土圧の発生状況の確認。

②施工ブロック長６ｍの防護柵基礎の端部支

柱に衝突荷重が作用した場合、下部の擁壁に

伝達される荷重の分配状況の確認。

４-２．防護柵基礎背面に作用する土圧

荷重載荷実験は、基礎背面に作用する受動

土圧の発生状況を確認するために行うもの

で、静的荷重実験と動的荷重実験を行った。

実験結果では、釣り合いに必要な土圧力

の発生が期待できるものであった。

荷重載荷による土圧計③における土圧状況は、図-6に示すよう

に変位が4mm付近まで(1)は背面土圧は減少した。これは擁壁部を

たわみやすい20mm鋼板で製作したため、防護柵基礎躯体重量で載

荷荷重に釣り合っている間は先に擁壁たて壁がたわみ、防護柵基

礎が背面土から離れていき、静止土圧から主動土圧に変化してい

る状態を示している。変位が4～12mm付近(2)は、防護柵基礎の回

転が起こり始め、主動状態から受動状態へ変化している状態であ

る。変位が12mm付近以降(3)は、受動状態の領域と考えられる。

なお、現実には擁壁の剛度は高いので、(1)及び(2)のような状

態は存在せず、直ちにＯ点での回転が始まり(3)の状態がおこる

ものと考えられる。

受動土圧係数は、下の参考値

に示す２.8程度であった。

４-３．動的荷重載荷実験

、 、 、動的荷重載荷実験は 写真-4,5のような実験装置を用いて 剛な棒の先端に取り付けたおもりを

水平位置から回転半径１.00mで９０度回転落下させて衝突するようにし、このときの防護柵基礎に

表-1背面土の土質定数

土の種類 まさ土

â単位重量 17.5kN/

写真２．３　計測装置およびパソコン画面

参考値(ｋ 土圧,ｋ 受動土圧係p a = p =

数)

γ・hｋ ＝ｋ ・p a p

１１.7＝ｋ ＊１７.5＊０.24p

150 700 150

鋼板 t=20

ブロック基礎

鋼 板

350 350

土圧計

荷重載荷板

2 0
180

150

 鋼板  t=12

 鋼板  t=20

 ｺﾝｸﾘｰﾄ供試体

土砂（まさ土）

 鋼 管

 鋼板  t=12

500
150

200

50

130

60

8 5

変位計①

150

600800

490 290

1580

変位計②

100

1000

①

②

③

④⑤

7 5  土圧計

8 0

図-5 載荷実験設備

実験の縮尺：高さ 1/3.3
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図-7　背面部土の変形状況

主動土圧すべり面

受動土圧すべり面

図 6 土圧と変位-
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写真-1 会議状況

写真-2 実験状況１

写真-3 載荷状況１
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発生する変位及び土圧を測定した。実験に用いたおもりは、質量８

kgと12kgの２種類とした。

防護柵基礎頂部の最大変位は、おもり質量８kgの場合１０.4mm、

質量12kgの場合１３.7mmで おもり質量が１.5倍に対して変位は１.、

3倍であった。また、おもりの衝突に伴う防護柵基礎の変位により

背面土の間に発生する溝(すきま)は、瞬時に元の状態に戻ることが

確認された。

衝突時に防護柵基礎背面に発生する最大土圧は、おもり質量８kg

の場合２５.5kN/㎡、質量12kgの場合３１.0kN/㎡であり、おもり質

量が１.5倍に対して最大土圧は１.22倍であった。また、衝突後はほ

ぼ初期土圧に戻ることが確認された。

静的荷重載荷と動的荷重載荷の関係は、

防護柵基礎の同じ変位量における土圧を比

べてみると、変位量１４mmにおいて、静的

荷重載荷の場合４kN/㎡(図-6)、動的荷重載

荷の場合３１kN/㎡(図-8)となり、動的荷重

。載荷の場合が７.8倍の土圧が発生している

これは動的に荷重を載荷重すると瞬時に

防護柵基礎が変位し、急激な土圧上昇が起

こるためと考えられる。

以上のことから、動的荷重すなわち衝突

荷重の場合、背面土の抵抗が大きくなる。

言い替えると、より大きな抵抗力が期待できると考えられる。

４-４．荷重の伝達実証実験

悪条件である車道用防護柵基礎の端部のガードレール支柱に衝突

荷重が作用した場合に、荷重がどのように分配され擁壁に伝達する

かを確認するものである。(図-9)

防護柵基礎の最小１施工ブロックが６ｍ程度であることから、今

回の実験では基礎長を６ｍとして、その端部のガードレール支柱に

荷重が作用した場合に、下部の擁壁に伝達される荷重の分配割合を

確認するものである。

実験は、擁壁施工ブロック延長= 400/基*３基=1200mm(2000/基*

３基=6000mmの1/5モデル)により行い、写真-6の基礎左側の支柱に

荷重を作用させて、下部擁壁にどのように伝達するかを確認した。

４-４-１．荷重とひずみ

図-11は、左側支柱に載荷したときの荷重と擁壁たて壁下端部におけるひずみの関係を示したも

図 8 動的荷重載荷-

図 9 荷重伝達ﾓﾃﾞﾙ-

図 10 実験設備2→-

図-9　荷重伝達モデル

1 ﾌ゙ ﾛｯｸ
L>６ｍ

写真 4,5 動的試験状況→-
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1のである。擁壁ひずみ計は、ゲージをたて壁の前面下端の両外側に

、 。個づつ張り付け 計測結果の集計時は各擁壁毎に 個の平均値とした2

載荷荷重が ～ 付近までは、ほとんどひずみが発生しなかっ0 0.20kN

た。これは図-6に示すたわみによる変位は起きているが、ひずみ計設

置個所でのひずみはまだ起きていない状況にある。荷重が を超0.20kN

えるとひずみ計設置個所でひずみが起こりだし一定勾配で増加した。

左:中:右の各擁壁ひずみは、全荷重を通じて左が大きく、中と右は

ほぼ同じあった。このことから，左端部支柱に作用させた荷重が 本3

の擁壁のうち、特に擁壁左側に強く作用していることがわかる。

擁壁右が擁壁中と差がないのは、擁壁右の外側面は自由端であり，

拘束がなく変形が容易なため、ひずみが大きくなったと考えられる。

４-４-２．荷重伝達分配率

図-12は、左側支柱に載荷したときの各荷重毎に３本の擁壁たて壁下

0.69kN端部のひずみ比率を表したものである。これによれば、荷重が

以上になれば擁壁左:中:右の３基の擁壁の分担比率は一定となり、そ

れぞれ ％, ％, ％である。中央支柱に載荷し３基の擁壁で均等44 29 27

に分担した場合の擁壁１基当たりの分担比率 ％と比べて、最も大33

きい左側の端部擁壁の分担割合は１ 倍になっている。.3

荷重を載荷させた左側の擁壁が最も大きく分担しているものの、極

端な偏りはなく3基の擁壁に荷重が伝達していることがわかる。

４-４-３．土圧

図-13は、端部支柱載荷時における荷重と土圧の関係の一例を表し

たものである。この図では、静止土圧時を０ｸﾘｱｰして表している。

図-13では、左側支柱に載荷した時、擁壁頂部(図-4のＯ点)を支点と

する垂直回転に加え水平の回転もおこし、右側の背面土圧が反力とな

り、図-12のように擁壁左側に偏って荷重が伝達していることが判る。

５．まとめ

実証実験で、＜①受動土圧が抵抗反力として十分期待できる。②防護柵基礎工ブロック延長６m

の､端部のガードレール支柱に衝突荷重が作用した場合、下部の端部擁壁への荷重伝達の分配割合

は、中央のガードレール支柱に衝突荷重が作用した場合の１.3倍である。＞が確認できた。

車道用防護柵は、衝突の衝撃を和らげ被害を小さくすると供に、路外逸脱等による二次災害の防

止を図る弾塑性体の構造物である。

本防護柵基礎のように、洗掘のおそれのない部分の土圧を抵抗反力として考慮することは、弾塑

性体である防護柵の設計方法として合理的であると考えられる。

１)(社)日本道路協会：道路土工 擁壁工指針 平成11年3月参考文献
２）河野伊一郎､八木則男､吉国洋：土の力学(技報堂出版)平成5年7月
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写真 6 実験状況2→-
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図-12 荷重伝達図
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  参考資料６．設計計算例

 6-1.車両用防護柵を考慮しない場合(L型擁壁)

　Ｈ = 3000　 



１．設計条件

１）単位体積重量

鉄筋コンクリート　　γc =  24.5 kN/m3

土　　砂     　　      γs =  19 kN/m3

２）許容応力度

ｺﾝｸﾘｰﾄ設計基準強度 σck = 30   N/mm2

ｺﾝｸﾘｰﾄ許容曲げ圧縮応力度 σca = 10   N/mm2

ｺﾝｸﾘｰﾄ許容せん断応力度 τa  = 0.45   N/mm2

鉄筋許容引張応力度（SD295A) σsa = 160   N/mm2

３）土の条件

壁背面と鉛直面のなす角 α = 0°

背面土の勾配 β = 0°

裏込土のせん断抵抗角 φ = 30°

壁面摩擦角（仮想背面）  δ = β =   0° ･･･ 安定計算用

 δ = 2/3φ =  20° ･･･ 構造計算用

４）基礎地盤の条件

許容支持力 Ｑa = 200.0 kN/m2

摩擦係数  μ  = 0.580

５）安定計算

転倒に対する安定 ｅ ≦ Ｂ/6

滑動に対する安定 Ｆs = 1.5  以上

６）上載荷重 ｑ = 10.00 kN/m2
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２．土　圧　力　の　算　出

１）土圧力の算定　　　試行くさび法で行なう

10.00 kN/m2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図－参考　　6.1

Ｗ =     ･γs･(Ｈ･       )＋ｑ･

= 66.684 (kN/m)

Ｗ ： 土くさびの重量 (kN/m)

土圧合力は ｑ ： 載荷重  =  10.00 kN/m2

ω ： 仮定したすべり面と水平面のなす角 =  60 °

Ｐa = φ ： 裏込土のせん断抵抗角 = 30 °

δ ： 壁面摩擦角 = 0 °

= 38.500 (kN/m) γs： 裏込土の単位体積重量 = 19.00 kN/m3

２）土圧力の分力
水平分力 ＰＨ = Ｐa･cosδ = 38.500 (kN/m)

鉛直分力 ＰＶ = Ｐa･sinδ = 0.000 (kN/m)

３）転倒モーメント

ＭＹ=  ＰＨ･ ＝ 38.500 (kN・m/m)
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tanω

1 Ｈ
tanω
Ｈ

cos(ω-φ-δ)

Ｗ･sin(ω-φ)

3

Ｈ

φ
Ｒδ=β

Ｐa

Ｗ

Ｒ

Ｗ

Ｐa

90 -δ

ω-φ

90 +φ+δ-ω

ω

2



３．鉛直荷重(Ｖ)及び抵抗モーメント（Ｍｘ）

        ａ=0.10 Ｂa =

          Ｂc =

 ｆ =    

           Ｈa =

    ｃ =

ｇ =

Ｂd =

    ｂ1= 　Ｂb =

Ｂ=

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図－参考　　6.2

Ｖ(kN/m) ｘ(m) Ｍ(kN･m/m)

①  a×Ｈa×γc 6.738 0.050 0.337

躯 ②  1/2×Ｂc×Ｈc×γc 4.594 0.150 0.689

③  Ｂb×ｃ×γc 4.410 1.150 5.072

体 ④  1/2×Ｂd×Ｈd×γc 2.664 0.733 1.954

⑤  ｂ1×ｂ2×γc 1.531 0.125 0.191

⑥  Ｂｃ×ｆ×γs 0.713 0.175 0.125

土 ⑦  1/2×Ｂｃ×Ｈｃ×γs 3.563 0.200 0.713

⑧  1/2×Ｂｄ×Ｈｄ×γs 2.066 1.217 2.514

砂 ⑨  ｇ×Ｈd×γs 0.998 1.875 1.870

⑩  Ｂｂ×Ｈａ×γs 94.050 1.150 108.158

小　　計 ΣＶ = 121.326 ΣＭｘ = 121.622

上載荷重 ⑪  ｑ×Ｂａ 19.500 1.075 20.963

合　　計 ΣＶ'= 140.826 ΣＭｘ'= 142.584
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⑤

①

②

③

④

⑥

⑦

⑧ ⑨

⑩ｈ

ｂ2

算　　式区　分

⑪

⑤
Ｈd =

①

②

③

④

⑥

⑦

⑧ ⑨

⑩
Ｈ
=

ｈ
=

Ｈc
=

ｂ2=

⑪

1.950

2.750

0.150
0.100

3.000 2.500

0.250

0.250

1.450

0.250 1.800

2.050

0.150

2.750

0.350



４．安定計算

１）転倒に対する検討（上載荷重無し）

ｄ = = 0.685 (m)

ｅ =       －ｄ = 0.340 (m) ＜   = 0.342 (m)  ＯＫ

２）滑動に対する検討（上載荷重無し）

Ｆ =    = 1.828   ≧  Ｆs = 1.5    ＯＫ

３）基礎地盤の支持に対する検討

　　ａ）底版上(上載荷重無し)

= (1±        )  = (kN/m2)

　　図 -参考　6.3

　　ｂ）底版上(上載荷重考慮)

ｄ ’= = 0.739 (m)

ｅ ’=       　－ｄ '　=　0.286   (m)

　　図－参考　6.4

= (1±        )  = (kN/m2)

ｑ1max < ｑ2max より

= (1±        )  = (kN/m2)   ≦   Ｑa = 200 (kN/m2)

 ＯＫ
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ΣＭｘ－ＭＹ

ΣＶ

Ｂ

2

Ｂ

6

μ･ΣＶ

ＰＨ

      max

ｑ1
　  min Ｂ

ΣＶ 6･ｅ

Ｂ

118.058

0.308

       max

ｑ2

       min
Ｂ

ΣＶ' 6･ｅ'

Ｂ

126.179
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ΣＭｘ'－ＭＹ

ΣＶ'

Ｂ
2
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ΣＶ' 6･ｅ'

Ｂ
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５．部材の断面力の算定

１）土圧合力の算定

10.00 kN/m2

　 　 ω

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図－参考　　6.5

Ｗ =     ･γs･(Ｈa･       )＋ｑ･

= 67.008 (kN/m)

Ｗ ： 土くさびの重量 (kN/m)

土圧合力は ｑ ： 載荷重  =  10.00 kN/m2

ω ： 仮定したすべり面と水平面のなす角 =  56 °

Ｐa = φ ： 裏込土のせん断抵抗角 = 30 °

δ ： 壁面摩擦角 = 20 °

= 29.536 (kN/m) γs： 裏込土の単位体積重量 = 19.00 kN/m3

２）土圧力の分力

水平分力 ＰＨＡ = Ｐa･cosδ = 27.755 (kN/m)

鉛直分力 ＰＶＡ = Ｐa･sinδ = 10.102 (kN/m)

３）土圧係数

  ＫＨ =     = 0.386

  ＫＶ =     = 0.141
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tanω

1 Ｈa

tanω

Ｈa

cos(ω-φ-δ)

Ｗ･sin(ω-φ)

2

ＰＨＡ

ＡＡ

Ｂ

Ｂ
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1
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４）たて壁の作用モーメント及びせん断力

Ｍ１ =  ･ＫＨ･γs･Ｈa
3

=  25.442  (kN･m/m)

Ｑ１ =  ･ＫＨ･γs･Ｈa
2

=  27.755  (kN/m)

５）底版に作用するモーメント及びせん断力

Ｃ         ｑ’ = (ｑmax-ｑmin)･      +ｑmin

　　  図－参考　　6.6            　　  =112.158

Ｖ(kN/m) X(m) Ｍ(kN･m/m)

底 ①  Ｂb×ｃ×γc 4.410 0.900 3.969

版 ②  1/2×Ｂd×Ｈd×γc 2.664 0.483 1.288

③  1/2×Ｂd×Ｈd×γs 2.066 0.967 1.997

④  ｇ×Ｈd×γs 0.998 1.625 1.621

⑤  Ｂb×Ｈa×γs 94.050 0.900 84.645

上載荷重 ⑥  Ｂb×q 18.000 0.900 16.200

合　計 122.188 109.720
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算　　式区　分

土

砂

6

1

2

1

② ③ ④

①

ｑmin
ｑmax

⑥

ｑ’

⑤

Ｂ

Ｂb

(kN/m2)



鉛直モーメント Ｍa = ΣＭvc =  109.720  (kN･m/m)

せん断力 Ｑ   = ΣＶc  =  122.188  (kN/m)

地盤反力による曲げモーメント

Ｍ’ =      ＋    =  72.674  (kN･m/m)

せん断力

Ｑ’ =     =  111.033  (kN/m)

底版に作用するモーメント及びせん断力

Ｍ２ =  Ｍａ－Ｍ’ =  37.046  (kN･m/m)

Ｑ２ =  Ｑ－Ｑ’ =  11.155  (kN/m)

以上、Ｍ１＜Ｍ２であるが道路土工擁壁工指針では、たて壁以上のモーメントは作用しない。

このため、 Ｍ１ = 25.442 kN･m/m で断面照査を行なう。
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ｑmin･Ｂb
2

2 6

(ｑ’－ｑmin)･Ｂｂ
2

2

(ｑ’＋ｑmin)･Ｂｂ



６．応力度の照査（たて壁で行なう）

 Ｔ

   Ａs 　 　図－参考　　6.7

  ｂ･ｄ

ｋ =   2･ｎ･ｐ+(ｎ･ｐ)2 -ｎ･ｐ ｎ=15

    ｋ
     3

ｘ = ｋ･ｄ

   2Ｍ×106

 ｋ･ｊ･ｂ･ｄ2

    Ｍ×106

   Ａs･ｊ･ｄ

    Ｑ×103

     ｂ･ｄ

項　目 単 位 Ａ－Ａ断面

 曲げﾓｰﾒﾝﾄ    Ｍ kN･m 25.442

 せん断力     Ｑ kN 27.755

 有効幅       ｂ mm 1000

 部材厚       Ｔ mm 250

 鉄筋被り     ｄ' mm 35

 部材有効高   ｄ mm 215

D13×7.5
 　必要鉄筋量

 鉄筋量       Ａs mm2 950.3 822.9

   ｐ 0.00442

 鉄筋比    ｋ 0.304

   ｊ 0.899

 圧縮縁～中立軸 ｘ mm 65.322

 圧縮応力度   σc   N/mm2 4.0

 引張応力度   σs   N/mm2 139

 せん断応力度 τ   N/mm2 0.13

  N/mm2 10

  N/mm2 160

  N/mm2 0.45

以上の事により主鉄筋 D13×7.5 本、又は

必要鉄筋量 8.229 cm2以上を確保する。
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 許容曲げ圧縮応力度 σca

 許容引張応力度 σsa

 許容せん断応力度  τa

ｐ =

配   筋 径×本数

b=1000mm ｄ'

ｄＡs

ｊ = 1-

σc =

σs =

τ =

≦ σca　　　　ＯＫ

≦ σsa 　　　 ＯＫ

≦ τa  　　　 ＯＫ



6-2.車両用防護柵を考慮した場合(L型擁壁)

　Ｈ = 3000　 
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１．設計条件

１）単位体積重量

鉄筋コンクリート　　γc =  24.5 kN/m3

土　　砂           　　γs =  19 kN/m3

２）許容応力度（衝突荷重の割増係数1.50を採用）

ｺﾝｸﾘｰﾄ設計基準強度 σck = 30   N/mm2

ｺﾝｸﾘｰﾄ許容曲げ圧縮応力度 σca = 15   N/mm2

ｺﾝｸﾘｰﾄ許容せん断応力度 τa  = 0.675   N/mm2

鉄筋許容引張応力度（SD295A） σsa = 270   N/mm2

３）土の条件

壁背面と鉛直面のなす角 α = 0°

背面土の勾配 β = 0°

裏込土のせん断抵抗角 φ = 30°

壁面摩擦角（仮想背面）  δ = β =   0° ･･･ 安定計算用

 δ = 2/3φ =  20° ･･･ 構造計算用

４）基礎地盤の条件

許容支持力（割増考慮） Ｑa = 300.0 kN/m2

摩擦係数  μ  = 0.580

５）安定計算

転倒に対する安定 ｅ ≦ Ｂ/3

滑動に対する安定 Ｆs = 1.2  以上

６）上載荷重 ｑ = 10.00 kN/m2

７）衝突荷重　　　（B種 30kN×0.44/2m）ｐ = 6.60 kN/m
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※防護柵基礎の天端の位置に作用するものとする。



２．土　圧　力　の　算　出

１）土圧力の算定　　　試行くさび法で行なう

10.00 kN/m2

　　　　P

図－参考　　6.8

Ｗ =     ･γs･(Ｈ･       )＋ｑ･

= 66.684 (kN/m)

Ｗ ： 土くさびの重量 (kN/m)

土圧合力は ｑ ： 載荷重  =  10.00 kN/m2

ω ： 仮定したすべり面と水平面のなす角 =  60 °

Ｐa = φ ： 裏込土のせん断抵抗角 = 30 °

δ ： 壁面摩擦角 = 0 °

= 38.500 (kN/m) γs： 裏込土の単位体積重量 = 19.00kN/m3

２）土圧力の分力
水平分力 ＰＨ = Ｐa･cosδ = 38.500 (kN/m)

鉛直分力 ＰＶ = Ｐa･sinδ = 0.000 (kN/m)

３）衝突荷重によるモーメント

防護柵工に作用する衝突荷重は防護柵基礎天端に作用させる。

Ｍp = p･H = 6.6×3= 19.80 (kN・m/m)

４）転倒モーメント

ＭＹ=  ＰＨ･ 　+ Ｍｐ ＝ 58.300 (kN・m/m)
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tanω

1 Ｈ

tanω

Ｈ

cos(ω-φ-δ)

Ｗ･sin(ω-φ)

3

Ｈ

φ
Ｒδ=β

Ｐa

Ｗ

Ｒ

Ｗ

Ｐa

90 -δ

ω-φ

90 +φ+δ-ω

ω

2



３．鉛直荷重(Ｖ)及び抵抗モーメント（Ｍｘ）

        ａ=0.10 Ｂa =

          Ｂc =

 ｆ =

           Ｈa =

ｇ =

Ｂd =

       ｂ1= 　Ｂb =

Ｂ=

　　　　　　　 　　 　図－参考　　6.9

Ｖ(kN/m) ｘ(m) Ｍ(kN･m/m)

①  a×Ｈa×γc 6.738 0.050 0.337

躯 ②  1/2×Ｂc×Ｈc×γc 4.594 0.150 0.689

③  Ｂb×ｃ×γc 4.410 1.150 5.072

体 ④  1/2×Ｂd×Ｈd×γc 2.664 0.733 1.954

⑤  ｂ1×ｂ2×γc 1.531 0.125 0.191

⑥  Ｂｃ×ｆ×γs 0.713 0.175 0.125

土 ⑦  1/2×Ｂｃ×Ｈｃ×γs 3.563 0.200 0.713

⑧  1/2×Ｂｄ×Ｈｄ×γs 2.066 1.217 2.514

砂 ⑨  ｇ×Ｈd×γs 0.998 1.875 1.870

⑩  Ｂｂ×Ｈａ×γs 94.050 1.150 108.158

小　　計 ΣＶ = 121.326 ΣＭｘ = 121.622

上載荷重 ⑪  ｑ×Ｂａ 19.500 1.075 20.963

合　　計 ΣＶ'= 140.826 ΣＭｘ'= 142.584
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⑤
Ｈd =

①

②

③

④

⑥

⑦

⑧ ⑨

⑩
Ｈ
=

ｈ
=

Ｈc
=

ｂ2=

算　　式区　分

⑪

1.950

2.750

0.150

0.100

3.000 2.500

0.250

0.250

1.450

0.250 1.800

2.050

0.150

2.750

0.350

c =



４．安定計算

１）転倒に対する検討（上載荷重無し）

ｄ = = 0.522 (m)

ｅ =       　 －ｄ = 0.503 (m) ＜   = 0.683 (m)  ＯＫ

２）滑動に対する検討（上載荷重無し）

Ｆ =    = 1.560   ≧  Ｆs = 1.2    ＯＫ

３）基礎地盤の支持に対する検討

　　ａ）底版上(上載荷重無し)

= =　―――――  = (kN/m2)

    図－参考 6.10

　　ｂ）底版上(上載荷重考慮)

ｄ ’= = 0.599 (m)

ｅ ’=       　　　－ｄ '　=　0.426   (m)

max 　　図－参考　6.11

q2　　　= =　―――――　 = 156.735 (kN/m2)
min

ｑ1max < ｑ2max より

= (kN/m2)  ≦  Ｑa = 300 (kN/m2)  ＯＫ
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ΣＭｘ－ＭＹ

ΣＶ

Ｂ

2

Ｂ

3

μ･ΣＶ

      max

ｑ1
　  min 3ｄ

2∑V 2×121.326

3×0.522

146.312

0.000

3ｄ'

2∑V’

ΣＭｘ'－ＭＹ

ΣＶ'

Ｂ
2

ｑmax

ｑmin

156.735

0.000

ＰＨ＋Ｐ

2×140.826

3×0.599



５．部材の断面力の算定

１）土圧合力の算定

ｐ

10.00 kN/m2

　ｐ

　　  ω

　　　　　　　図－参考　　6.12

Ｗ =     ･γs･(Ｈa･       )＋ｑ･

= 67.008 (kN/m)

Ｗ ： 土くさびの重量 (kN/m)

土圧合力は ｑ ： 載荷重  =  10.00 kN/m2

ω ： 仮定したすべり面と水平面のなす角 =  56 °

Ｐa = φ ： 裏込土のせん断抵抗角 = 30 °

δ ： 壁面摩擦角 = 20 °

= 29.536 (kN/m) γs： 裏込土の単位体積重量 = 19.00 kN/m3

２）土圧力の分力

水平分力 ＰＨＡ = Ｐa･cosδ = 27.755 (kN/m)

鉛直分力 ＰＶＡ = Ｐa･sinδ = 10.102 (kN/m)

３）土圧係数

  ＫＨ =     = 0.386

  ＫＶ =     = 0.141
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tanω

1 Ｈa

tanω

Ｈa

cos(ω-φ-δ)

Ｗ･sin(ω-φ)

2

ＰＨＡ

ＡＡ

Ｂ

Ｂ

Ｈa

1
･γs･Ｈa

2

2

ＰＶＡ

1
･γs･Ｈa

2

2



４）たて壁の作用モーメント及びせん断力

Ｍ１ =  ･ＫＨ･γs･Ｈa
3＋ｐ･Ha

=  43.592  (kN･m/m)

Ｑ１ =  ･ＫＨ･γs･Ｈa
2＋ｐ

=  34.355  (kN/m)

５）底版に作用するモーメント及びせん断力

Ｃ         ｑ’ = (ｑmax-ｑmin)･      +ｑmin

　 　図－参考　　6.13       　　　     =133.456

Ｖ(kN/m) X(m) Ｍ(kN･m/m)

底 ①  Ｂb×ｃ×γc 4.410 0.900 3.969

版 ②  1/2×Ｂd×Ｈd×γc 2.664 0.483 1.288

③  1/2×Ｂd×Ｈd×γs 2.066 0.967 1.997

④  ｇ×Ｈd×γs 0.998 1.625 1.621

⑤  Ｂb×Ｈa×γs 94.050 0.900 84.645

上載荷重 ⑥  Ｂb×q 18.000 0.900 16.200

合　計 122.188 109.720
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算　　式区　分

土

砂

6

1

2

1

② ③ ④

①

ｑmin
ｑmax

⑥

ｑ’

⑤

Ｂ

Ｂb

(kN/m2)

6

1



鉛直モーメント Ｍa = ΣＭvc =  109.720  (kN･m/m)

せん断力 Ｑ   = ΣＶc   =  122.188  (kN/m)

地盤反力による曲げモーメント

Ｍ’ =      ＋    =  53.754  (kN･m/m)

せん断力

Ｑ’ =     =  104.850  (kN/m)

底版に作用するモーメント及びせん断力

Ｍ２ =  Ｍａ－Ｍ’ =  55.966  (kN･m/m)

Ｑ２ =  Ｑ－Ｑ’ =  17.338  (kN/m)

以上、Ｍ１＜Ｍ２であるが道路土工擁壁工指針では、たて壁以上のモーメントは作用しない。

このため、 Ｍ１ = 43.592 kN･m/m で断面照査を行なう。
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ｑmin･Ｂb
2

2 6

(ｑ’－ｑmin)･Ｂｂ
2

2

(ｑ’＋ｑmin)･Ｂｂ



          ６．応力度の照査（たて壁で行なう）

 Ｔ

   Ａs 　 　図－参考　　6.14

  ｂ･ｄ

ｋ =   2･ｎ･ｐ+(ｎ･ｐ)2 -ｎ･ｐ ｎ=15

    ｋ
     3

ｘ = ｋ･ｄ

   2Ｍ×106

 ｋ･ｊ･ｂ･ｄ2

    Ｍ×106

   Ａs･ｊ･ｄ

    Ｑ×103

    ｂ･ｄ

項　目 単 位 Ａ－Ａ断面

 曲げﾓｰﾒﾝﾄ    Ｍ kN･m 43.592

 せん断力     Ｑ kN 34.355

 有効幅       ｂ mm 1000

 部材厚       Ｔ mm 250

 鉄筋被り     ｄ' mm 35

 部材有効高   ｄ mm 215

D13×7.5
 　必要鉄筋量

 鉄筋量       Ａs mm2 950.3 835.6

   ｐ 0.00442

 鉄筋比    ｋ 0.304

   ｊ 0.899

 圧縮縁～中立軸 ｘ mm 65.322

 圧縮応力度   σc   N/mm2 6.9

 引張応力度   σs   N/mm2 237

 せん断応力度 τ   N/mm2 0.2

  N/mm2 15

  N/mm2 270

  N/mm2 0.68

以上の事により主鉄筋 D13×7.5 本、又は

必要鉄筋量 8.356 cm2以上を確保する。
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 許容曲げ圧縮応力度 σca

 許容引張応力度 σsa

 許容せん断応力度 τa

ｐ =

配   筋 径×本数

b=1000mm ｄ'

ｄＡs

ｊ = 1-

σc =

σs

τ =

≦ σca　　　　ＯＫ
ＯＫ

≦ σsa 　　　 ＯＫ

≦ τa  　　　 ＯＫ
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6-3．土中用防護柵基礎の照査

1）検討概要

プレキャストＬ型擁壁工の内側に防護柵工を設置し，同たて壁に衝突荷重

が影響しない位置の検討を行う。

衝突荷重に対する支柱の支持力は，支柱の背面土が反力として抵抗するた

め，その背面土質量と密接な関係にあることが既往の衝突実験により確認さ

れている。このため，支柱の背面土量を考慮して，支柱１本が関与する背面

土質量を算出し，これにより支柱の支持力を評価する。

2）検討方法

防護柵の各仕様においての支柱１本が関与する背面土質量は「車両防護柵

標準仕様・同解説( 11)」において示される通りであるため，算出した背面H

土質量が表（次頁添付）に示す背面土質量と同等以上かどうかについて評価

し，支柱の支持力が十分であるかを確認する。

尚，算定方法は下記の通りであり，Ｂ種について検討を行う。

図－参考6.15 背面土量の範囲
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3）計算例 （Ｂ種－支柱位置750の場合）

①背面土質量の算定

　　衝突荷重に対する支柱の支持力は，支柱の背面土が反力として抵抗するため，

　下図斜線部分の背面土量を考慮し，支柱１本が関与する背面土重量を算出し，

　これにより支柱の支持力を評価する。

 　　図－参考6.16　背面土量の範囲

　　背面土量

　　　支柱の影響高さ　　　　h1＝ 1.500×0.9

　　　　　＝ 1.350 ｍ

　　　擁壁天端の影響高さ　　h2＝ 1.35－0.75×tan30°

＝ 0.917 ｍ

　　　防護柵と天端の離れ　　ｘ＝ 0.750 ｍ

　　　背面土の単位体積重量　γ＝ 19.0 kN/m

Ｖ＝ 0.75×0.75×0.917＋0.75×0.75×0.433×1/3

＝ 0.597 m 3

②背面土重量の評価

表―参考3.4　各仕様における支柱１本が関与する背面土重量

仕様記号 支柱１本が関与する 支柱の形状 標準埋込み深さ 荷重作用高さ 支柱の極限支持力

路側用 背面土重量(kN) (mm) (ｍ) (ｍ) (kN)

Ｇｒ-Ｂ-４Ｅ 10.1 φ114.3×4.5 1.50 0.60 15

Ｇｒ-Ｃ-４Ｅ 8.2 φ114.3×4.5 1.40 0.60 12

　　支柱１本が関与する背面土重量は表より10.1kN(1.01tf)であるので、

Ｗ＝ 0.597×19.0 = 11.34 kN ＞ 10.1 kN 【ok】
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6-4．歩道用防護柵基礎の検討

設計条件

N/m水平荷重 390

上載荷重 350 ㎡N/

擁壁高
Ｈ ① 主働土圧

( )o

根入れ ②

原点

図－参考6.17 荷重モデル

０点を支点として，衝突荷重Ｐ＋Ｐ①を転倒モ－メント(Ｍａ)

躯体自重Ｗ＋Ｐ②を抵抗モ－メント(Ｍｐ)

また、鉛直方向の土圧は抵抗側に考慮する。

安定計算の照査

Ｍｐ 1.5 （長期）
転倒に対して Ｆ＝ ≧

Ｍａ 1.2 （短期）

主働土圧係数

(φ-α)cos2
Ｋ ＝A

2sin + sin(φ δ)･ (φ-β)
cos cos + +2α・ (α δ)･ 1

(α δ)･ (α-β)cos + cos

φ：土のせん断抵抗角 ＝30°

α：壁背面と鉛直面のなす角 ＝26.565°（10.5）:

β：地表面と水平面のなす角 ＝０°

δ：壁背面と土との間の摩擦角 ＝20°（＝2 3φ）/

Ｋ ＝0.5659A

Ｋ ＝Ｋ ･cos(α+δ)＝0.3891AH A

Ｋ ＝Ｋ ･sin(α+δ)＝0.4109AV A



歩道用防護柵基礎 設計計算例

①水平力を考慮、上載荷重を考慮する場合 (擁壁高　0.25 m)

390 N/m（水平方向） 23.0 kN/m3

19.0 kN/m3

590 N/m（鉛直方向） 3.50 kN/㎡

1100 0.39 kN/m

300 0.59 kN/m

注) 上載荷重3.5kN/㎡について

上載荷重の有無で安全率を照査した結果、

擁壁高 上載荷重は考慮しない方が安全率が低い。

250 ③ （計算例②参照）

１： 0.5
400 100 ④ 　①

 根入れ 　原点(o) 　　　　 ⑤
150 200 　　　②

400

　　　　　　図－参考　6.18

・ 自重によるモーメント

記　　号 重量(kN) アーム(ｘ)

③ 0.25×0.10×23.0 0.575 0.050

④ 0.40×0.20×23.0 1.840 0.200

⑤ 0.920 0.367

合計(Mc)

・

Ｍｐh＝ 0.527 kN

Ｍｐv＝ 0.30/2×0.59 ＝ 0.089 kN

・

1.362 kN (A2) （水平） 0.3891

（鉛直） 0.4109

 ｙ 高さ （面積） 0.571 kN

　① 0.25 m

　　　ｘ
3.210 kN (A1)

ｙ＝((A1+2*A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （底面から） y= 0.108 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左下） Mh①= 0.062 kN･m

【設計条件】

コンクリート単位体積重量

算　　　　式

0.0288

0.3680

1/2×0.40×0.20×23.0

水平力によるモーメント

主働土圧係数

背面土砂単位体積重量

上載荷重

水平力

鉛直力

(1.10＋0.25)×0.39 ＝

0.3376

0.7344

モーメント(kN･m)

      公式(重心)

水平土圧合計

    【水平土圧】

原点より上側の土圧によるモーメント
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【鉛直土圧】 0.125m 1.438 kN

1.438

kN (A2) 3.390 0.25m

kN (A1) 鉛直土圧合計(面積)

3.390 kN 0.604 kN

重心算出図 鉛直土圧算出図

公式(重心)ｙ＝((2*A1+A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （原点から） ｘ= 0.371 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左上） Mv①= 0.224 kN･m

・ 原点より下側の土圧によるモーメント

【水平土圧】 3.210 kN (A2)

　　　ｘ

② 高さ 水平土圧合計(面積) 0.565 kN

ｙ 0.15 m

4.319 kN (A1)

公式(重心)ｙ＝((2*A1+A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （頂版から） y= 0.079 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左上） Mh②= 0.045 kN･m

【鉛直土圧】 0.075m 3.390 kN

3.390

kN (A2) 4.561 0.15m

kN (A1) 鉛直土圧合計(面積)

4.561 kN 0.596 kN

重心算出図 鉛直土圧算出図

公式(重心)ｙ＝((2*A1+A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （原点から） ｘ= 0.464 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左上） Mv②= 0.277 kN･m

・ 安定照査

転倒モーメント　　Mph ＋Mh①＝0.527+0.062＝ 0.589　kN･m/m

抵抗モーメント　　Mｃ＋Mpv＋Mh②＋Mv①＋Mv②＝0.734+0.089+0.045+0.224+0.277＝ 1.369 kN･m/m

安全率は

Fa＝ 1.369/0.589 ＝ 2.325 ＞ 1.2 【ok】
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②水平力を考慮、上載荷重を考慮しない場合 (擁壁高　0.25 m)

390 N/m（水平方向） 23.0 kN/m3

19.0 kN/m3

590 N/m（鉛直方向） 0.00 kN/㎡

1100 0.39 kN/m

300 0.59 kN/m

注) 上載荷重3.5kN/㎡について

上載荷重の有無で安全率を照査した結果、

擁壁高 上載荷重は考慮しない方が安全率が低い。

250 ③
１： 0.5

400 100 ④ 　①

 根入れ 　原点(o) 　　　　 ⑤
150 200 　　　②

400

　　　　　　図－参考　6.19

・ 自重によるモーメント

記　　号 重量(kN) アーム(ｘ)

③ 0.25×0.10×23.0 0.575 0.050

④ 0.40×0.20×23.0 1.840 0.200

⑤ 0.920 0.367

合計(Mc)

・

Ｍｐh＝ 0.527 kN

Ｍｐv＝ 0.30/2×0.59 ＝ 0.089 kN

・

0.000 kN (A2) （水平） 0.3891

（鉛直） 0.4109

 ｙ 高さ （面積） 0.231 kN

　① 0.25 m

　　　ｘ
1.848 kN (A1)

ｙ＝((A1+2*A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （底面から） y= 0.083 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左下） Mh①= 0.019 kN･m

      公式(重心)

水平土圧合計

    【水平土圧】

原点より上側の土圧によるモーメント

水平力によるモーメント

主働土圧係数

背面土砂単位体積重量

上載荷重

水平力

鉛直力

(1.10＋0.25)×0.39 ＝

0.3376

0.7344

モーメント(kN･m)

【設計条件】

コンクリート単位体積重量

算　　　　式

0.0288

0.3680

1/2×0.40×0.20×23.0
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【鉛直土圧】 0.125m 0.000 kN

0.000

kN (A2) 1.952 0.25m

kN (A1) 鉛直土圧合計(面積)

1.952 kN 0.244 kN

重心算出図 鉛直土圧算出図

公式(重心)ｙ＝((2*A1+A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （原点から） ｘ= 0.383 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左上） Mv①= 0.093 kN･m

・ 原点より下側の土圧によるモーメント

【水平土圧】 1.848 kN (A2)

　　　ｘ

② 高さ 水平土圧合計(面積) 0.360 kN

ｙ 0.15 m

2.957 kN (A1)

公式(重心)ｙ＝((2*A1+A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （頂版から） y= 0.081 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左上） Mh②= 0.029 kN･m

【鉛直土圧】 0.075m 1.952 kN

1.952

kN (A2) 3.123 0.15m

kN (A1) 鉛直土圧合計(面積)

3.123 kN 0.381 kN

重心算出図 鉛直土圧算出図

公式(重心)ｙ＝((2*A1+A2)/(A2+A1))*h/3

重心 （原点から） ｘ= 0.465 m

ﾓｰﾒﾝﾄ （原点左上） Mv②= 0.177 kN･m

・ 安定照査

転倒モーメント　　Mph ＋Mh①＝0.527+0.019＝ 0.546　kN･m/m

抵抗モーメント　　Mｃ＋Mpv＋Mh②＋Mv①＋Mv②＝0.734+0.089+0.029+0.093+0.177＝ 1.122 kN･m/m

安全率は

Fa＝ 1.122/0.546 ＝ 2.056 ＞ 1.2 【ok】

- 98-2 -
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参考資料７．施工写真

Ｌ型擁壁完成状況 Ｌ型擁壁設置完了

つり込み後ジャッキによる設置状況 曲線部の施工状況

モルタルによる高さ調節 縦断勾配の付いた施工状況
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参考資料８．意見交換会

「コンクリート二次製品に関する意見交換会」を平成９年から開催し，本マニュ

アル作成と内容確認等を行っている。

この参加構成員と開催状況は，下記のとおりである。

開催年度 ９ 10 11 13 摘 要H H H H

参加構成員 (月) 12 2 3 10 1 3 11 10/ / / /

企 画 部

技術管理課

課 長 補 佐 ○ ○ ○ ○

基 準 係 長 ○

教 習 係 長 ○ ○ ○

河 川 部

河川工事課

建設専門官 ○ ○

課 長 補 佐 ○ ○

河 川 係 長 ○ ○ ○ ○

道 路 部

道路工事課

課 長 補 佐 ○ ○ ○ ○

改 良 係 長 ○ ○

構 造 係 長 ○ ○ ○ ○

道路管理課

課 長 補 佐 ○ ○ ○ ○

交通対策係長 ○ ○ ○

四国技術事務所

副 所 長 ○

副 所 長 ○ ○ ○ ○

技 術 課 長 ○ ○ ○ ○

技術第一係長 ○ ○ ○ ○

同 主 任 ○ ○ ○ ○

全国ｺﾝｸﾘｰﾄ製品協会（四国支部）

事 務 局 長 ○ ○ ○ ○

技 術 委 員 長 ○ ○ ○

技 術 委 員 長 代 理 ○

技 術 委 員 （ ４ 名 ） ○４ ○４ ○４ ○４
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参考資料９．参考文献

本マニュアル(案)作成のために使用した参考文献は下記のとおりである。

１） 道路土工 擁壁工指針 （平成１１年 ３月）

２） 防護柵の設置基準・同解説 （平成１０年１１月）

３） 車両用防護柵標準仕様・同解説 （平成１１年 ３月）

４） コンクリート標準示方書 （平成 ８年度制定）

５） 道路橋示方書・同解説 （下部構造編，平成 ８年１２月）

６） コンクリート二次製品構造規格（案） （平成 ８年１２月）

７） プレキャストコンクリート製Ｌ型擁壁上に設置したガードレール

基礎の安定性に関する共同研究報告書 （２００１年 ３月）

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄＬ型擁壁設計施工マニュアル(案)

平成10年 4月 初 版

平成13年12月 改訂版

監 修 国土交通省 四国地方整備局

発 行 日 平成１３年１２月

編集･発行 国土交通省 四国地方整備局

四国技術事務所技術課

761-0121 1545〒 香川県木田郡牟礼町牟礼

TEL 087(845)3135 FAX 087(845)3998

http://www.skr.mlit.go.jp/yongi/ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ……

yongia78 skr.mlit.go.jpe メール…… ＠
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H19.10.11 _ . 

 
③数値の正誤……ｐ９７歩道用防護柵基礎 設計計算例の設計条件に誤りがある。 
誤：上載荷重 0.35 kN/m2 

正：上載荷重 3.5 kN/m2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 2 － 



 
H19.10.11 _ 

 

訂正箇所 誤 正 

参考資料 

6-4 歩道用防護柵

基礎設計計算例 

Ｐ97 ～ 98  

水平、鉛直土圧合計、モーメン

トの数値を訂正 

左記の訂正についてはＰ97～98

を参照 

Ｐ98-1～ 98-2 

 

「上載荷重を考慮しない場合」

を追加。内容についてはＰ98-1 

～98-2 を参照。 

（Ｐ97～98 は上載荷重を考慮

する場合である） 

 

－ 2-1 － 
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H14.3.1 _
Ｂ.｢プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュアル(案)改訂版｣のＱ＆Ａ

<四国地方整備局四国技術事務所>１．擁壁採用の前提

、「現在，市販されているプレキャスト製品のＬ型擁壁の主な設置箇所は，車道端部と歩目的では
道端部であり，状況によっては防護柵が必要となる。これらの設置条件に個々に対応する製品を製
作すると，多種少量の製品が流通し，少種多量生産と見込み生産によるコスト縮減が図れなく，現
場での煩雑さを招くこととなる。このため，設置箇所の条件に左右されることなく同一製品で対応でき
るように，天端擁壁工などの付帯施設と併用する考え方等について道路土工擁壁工指針に基づ
き， 設計基準，適用基準などを定め，製品及び仕様を以下について統一を四国地方整備局として
図るものである。」と記載してある。

具体的には、公共土木工事にて二次製品擁壁の活用量がもっとも多いと思われる、平地の新設
道路工事を主に想定し、また、標準的な使用と製品普及を薦めるものである。

そこで、下記３項目等の標準設定とした。なお、起伏があったり、縦横断線形など条件のまちまち
な条件や個別対応では、検討により製品を採用する他は、従来通り現場打ち擁壁で対応すること
が、施工面その他から望ましい。（施工面等からは、連続して大量に使用することが優れる）

ａ．背面土の種類
Ｃ1(礫質土)、Ｃ2(砂質土)を対象にして、Ｃ2 により設計計算している。（φ＝３０°､γ＝１９kN/ｍ)３

ｂ．背面盛土の形状： 水平
標準設定は水平とし、現場条件で様々な対応となる水平以外へは検討対応とした。

ｃ．上載荷重：１０ｋＮ/㎡
上載荷重は、車道用１０kN/㎡、歩道用３.５kN/㎡が考えられるが、車道用１０kN/㎡の製品に集

約することにより、見込み生産、大量生産によるコスト縮減、及び製品の単一化による製品検収の煩
雑さの解消を図る。（沿道土地利用や施工時を考慮）
ｄ．基礎施工の要件

マニュアル７頁や道路土工擁壁工指針に記載してあるが、直接基礎として滑動に対し、摩擦係数
μ＝ｔａｎφB、φB＝２φ／３のところ、φB＝φ＝３０°とし、摩擦係数μ＝０．５８を採用しているの

「 。」となっている。で、基礎コンクリートと敷きモルタルを良質な材料で適切に施工する
（道路土工擁壁工指針p20）そこで、基礎施工の要件を守る必要がある。

<四国地方整備局四国技術事務所>２．マニュアルの標準使用条件以外への擁壁の使用

背面土の種類はＣ2を標準としているが、Ｃ1の場合、Ｑ．
コスト縮減には効果はないのか。

本マニュアルによる製品は、少品種多量生産によるＡ．
集約化とコスト縮減を図っている。Ｃ１対応などのため新
たな製品を造ることは、全体的に割高となる。

時代的背景は、図のようにシンプル化の方向であり、
目先のコスト縮減(積算上)は出来たとしても、全体的に
見ればコスト縮減にはつながらない。

橋台のアゴの部分をストレート 橋桁の断面変化をストレート

コスト縮減施策
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Ｌ型擁壁で高さ２ｍ未満の場合に車道用防護柵を設置する必要がある場合、安定計算でＯＫＱ．
であれば、プレキャスト製品を使用してよいか。

背面土の種類がＣ3の場合は、プレキャスト製品と現場打ちの比較をして設計するのか。Ｑ．
擁壁安定計算について、現場の地盤が粘性土と思われる場合は、平板載荷試験等を行い支Ｑ．

持力を確認しているが、粘性土で支持力がＯＫの時に、滑動でμ＝０．５となる為に不安定となる場
合がある。この場合の対策、考え方、事例等がありましたら御教示願いたい。

例）、支持力がＯＫであれば、粘性土とみなさない、μ＝０．５８とするとか・・・

マニュアルでは、目的で記載の理由により、標準的な製品の普及を薦めるものであるが、特別Ａ．
に検討使用する場合には、次のことが考えられる。

①現地状況に応じて安定計算を行い、ＯＫであれば、プレキャスト製品の使用は可能である。
＜安定上及び応力上余裕があるケースや、カット製品(タイプ2,3)を使用する方法もある。＞

＜例：擁壁高さ１.75ｍの時に、２５cmｶｯﾄﾀｲﾌﾟ製品（形式H=２.00ｍ、実高１.75ｍ）、又は、５０cmｶ（図参照）
ｯﾄﾀｲﾌﾟ製品（形式H=２.25ｍ、実高１.75ｍ）を、計算事例に基づいてチェックをして、既製品から探す。＞

②滑動に対しても同様に可能である。＜粘性土の場合、摩擦係数μ＝0.58は期待できないが、
滑動に対して､計算例に基づきチェックをして､既製品から探す。＞

＜Ｆｓ＝ΣＶ×μ／ΣＨであり、カット製品を使用し、底版長を長くして鉛
直力Ｖを増やす。 なお、歩道端の場合は、衝突荷重を除いて検討を行い
確認することが可能である。＞

※積算上コスト縮減（目先のコスト縮減）になるとしてマニュアルに
ない形状の製品を新たに製作させないこと。

製作の段取り変えや型枠の製作等のロスにより、そのコストが全体
の製品に跳ね返り、決してコスト縮減にはならない。

<四国地方整備局四国技術事務所>３．土中用の車両防護柵(Ｂ･Ｃ種)の設置位置

土中用車両防護柵の場合、７５ｃｍ以上距離をとる理由（計算課程）Ｑ．
を御教示願いたい。

車両用防護柵標準仕様･同解説(H11.3)」に基づいて、柱１本が関Ａ．「
与する(衝突ｴﾈﾙｷﾞｰを吸収するに必要な)背面土の質量が確保できる
位置(擁壁天端駆体より７５ｃｍ以上)に設置する。

なお、マニュアルの９３～９５頁に計算資料を示している。

<四国地方整備局四国技術事務所>４．構造物用車両防護柵基礎の基礎幅

防護柵基礎の幅が５０cmなのは、配筋からやむを得ないものか？Ｑ．

現行の防護柵設置要項の改訂前には、幅５０cmであり、四国地Ａ．
建（地整）では、幅５０cmとしていた。 また、天端調整タイプの場合
に基礎高さが最大１１０cmにもなり、施工性等から５０cmとしたほか、
右記の鉄筋かぶりの考慮もした。

幅５０cmとして安定計算を行い根入れ６０cmに決めているので、幅
４０cmすれば根入れは７０cm必要になる。 基礎の基本形を、５０cm

ある。×６０cmにするか、４０cm×７０cmかは選択肢で

車両防護柵標準仕様・同解説（Ｈ１１）車両防護柵標準仕様・同解説（Ｈ１１）

５００

６００

150 150200

Ｄ１３

Ｄ１６

Ｂ＝４０＋１３＋１６＋４０＋

２００＋４０＋１６＋１３＋４０

＝４１８≒５００

タイプ２
タイプ３・４

（カットタイプ）
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<四国地方整備局四国技術事務所>５．構造物用車両防護柵基礎の構造

標準タイプの場合でも衝撃荷重の伝達率を４４％と考えてよいＱ．
か？ 場所打ちの構造物等との考え方に差異はないのでしょうか？

構造物用車道用防護柵（Ｂ種）の基礎は、現行防護柵の設置基Ａ．
準（H10.11）の改訂前には、支柱１本に作用する衝突荷重として１．６
ｔ（１６kN）、基礎の大きさは、衝突エネルギーを吸収する支柱１本当た
り１．８ｔの土等（ｺﾝｸﾘｰﾄ等）の重量が確保できる構造とされていた。

現行の設計法は、道路土工擁壁指針（H11.3 p38～39）では、衝
突荷重（３０kN）が１施工ブロックに１カ所作用し、１施工ブロック全体
で受け持つ。

車両用防護柵標準仕様・同解説 では、（p113）

ａ．転倒および地盤反力の検討に用いる等分布
Ｆ：衝突荷重（kN）荷重（ｑａ）は、ｑａ＝Ｆ／Ｌａ

Ｌａ：防護柵基礎１ブロックの延長（ｍ）≦５０ｍ

ｂ．滑動の検討に用いる等分布荷重（ｑｂ）は、
Ｌb：防護柵基礎の有効延長≦１０ｍｑb＝Ｆ／Ｌb

衝突荷重Ｆは、静的荷重30kN とされている｡（B種）

防護柵の基礎の設計では、本来は動的挙動に
よる動的設計を行うところではあるが、煩雑である
ため割り切って、静的な設計を行っている。

本マニュアルの擁壁設計では、１施工ブロック
を６ｍ以上としているので、擁壁に作用する荷重
は、ｑａ＝３０kN/６ｍ＝５kN/ｍの等分布荷重とす
ることも考えられる。しかし擁壁は継手により連結
されるが、「一体とは考えず」、実験結果を基に、
荷重の偏りを考え６.6ｋＮ/ｍとしている。

そこで、①「回転軸となるのか？」の質問であ
るが、防護柵基礎と擁壁とは、マニュアル２８頁
で示すように縁を切っているので、荷重が作用
すれば擁壁天を回転軸として回転する。

②「標準タイプの場合も荷重伝達率を４４％と
考えてよいか？」の質問であるが回転が起こるこ
とが解ってもらえば、基礎は剛体と考えられるの
で、端部に荷重が作用しても基礎の回転は、全
体が回転する。

回転が起これば受動土圧が発生する。受動
土圧が反力となって回転軸である擁壁天に荷重
が作用す この回転の仕組みは、天端調整る。
タイプも同様である。

なお、標準タイプと天端調整タイプとは幾分の違いは考えられるが、１施工ブロックを５０ｍ以下と
して等分布ｑａ＝Ｆ／Ｌａに作用するとする割り切りのこと考えれば、本設計の割り切りも問題ないと判
断している。

基 礎

擁壁

荷重伝達割合
（擁壁ひずみ）

基礎反力の割合

実験データからみた力の釣り合いのイメージ

２８ページに示す
ように縁を切る

回転軸

回転軸

この部分
は無視し
ている

天端調整タイプの基礎の場
合、衝突荷重は点線の矢印
に移って作用するが、擁壁
の安定計算では継ぎ足し部
の天端（実戦の矢印）に作用
するとして設計を行っている。

衝突荷重
は擁壁天
に移って作
用する

２８ページに示す
ように縁を切る

ａｂ

L＞５０ｍ

駆体が回転する場合は、駆体は剛体であり

一体となって回転する。→力がｂ点まで伝達

防護柵設置要領では、１施工ブロックの
長さＬは５０ｍ以下とし、
荷重の影響は等分布（Ｆ／Ｌ）に作用する。
本設計ではＬ＝６ｍとしている。

Ｆ

擁壁は剛体で
あり、基礎と縁
が切れている
ので荷重が作
用すれば擁壁
天を回転軸とし
て回転する

剛体であるので

回転角はａ点と

同じである

土（塑性体）

土の場合は塑性変形を起こすので基礎の
底面先端が回転軸となる

回転軸と
なるのか

受動土圧
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擁壁縦壁の検討における衝突荷重の影響には、二つのケースが
考えられる。

（ケース１）衝突荷重に対し、受動土圧（防護柵基礎底面より上側
の土圧）が反力となり、擁壁天端への作用力はＡ＋Ｂとなる。擁壁側
面には、防護柵基礎底面より下の土圧が作用する。

しかし、構造は剛体ではないので、このような仕組みで伝達される
とは考えられない。

（ケース２）衝突により支柱に塑性変形が生じるとともに、基礎にも
変位が生じ、衝突荷重は時間差をおいて基礎を引っ張るような力Ａ
が擁壁天端に作用する。

なお、通常、衝突荷重と載荷荷重は同時に作用させないが、衝突
と時間差をおいて作用するので載荷荷重も考慮する。

（ケース１）（ケース２）などで検討してあまり変わらないので、本マニ
ュアルにおいては（ケース２）を採用した。

<四国地方整備局四国技術事務所>６．衝突荷重の作用方向

模型実験結果については十分わかったつもりでいますが、防護柵斜め方向からの衝突荷重にＱ．
対してどうなのか？

「防護柵設置基準」では、防護柵の設計は、防護柵に対して１５°の衝突角度で衝突したときＡ．
の衝突エネルギーを考え、その時の衝突エネルギーを静的な衝突荷重３０kNに置き換えて、支柱に
直角に作用させることになっている。また、防護柵基礎には、衝突荷重３０ｋＮを１施工ブロックに等
分に作用させることになっている。

本マニュアルにおいても「防護柵設置基準」に基づいて設計しており、防護柵基礎では、施工実
態等を考慮し１施工ブロックを６ｍして、施工ブロックに等分に作用させている。

擁壁に対しては、防護柵基礎を介して伝達され、防護柵基礎からの荷重を、２ｍのブロック３本で
受け持つが、実験結果に基づいて３本のブロックの端部ブロックに伝達にされ 壁の設る４４％を擁
計に採用している。

<四国地方整備局四国技術事務所>７．許容応力度について

許容応力度の考え方で、σsa＝１６０Ｎ/ｍ㎡であるが、道路土工擁壁工指針では現場打ち一Ｑ．
般条件の時σsa＝１８０Ｎ/ｍ㎡、道路構造に関する諸基準の運用指針（H13.3四国地整局）では、
σsa＝１６０Ｎ/ｍ㎡で 現場打ちＢＯＸや諸基準の運用では明記されていない。

今後の設計で、１８０Ｎ/ｍ㎡と１６０Ｎ/ｍ㎡との使い分けを明記してほしい。

Ａ

Ｂ

Ａ＋Ｂ

ケース１

剛体と見な
し衝突荷重
と反力となる
土圧が擁壁
天端に作用
する

Ａ

Ａ

ケース ２

衝突により、支柱に
塑性変形が生じる
とともに、基礎にも
変位が生じ、衝突
荷重は、基礎を引っ
張るような形で擁壁
天端に作用する
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諸基準の運用指針（四国地方整備局）では、「コンクリートの強度の適用基準は、次表を標準とＡ．
する。」としている。 諸基準の運用指針の２枚目の「運用指針の適用にあたって」「字句の意味」で
は、「・・・ を標準とする。」の意味を、「一律に規定することはできないが、実用上の必要から設けた
規定。」したがって趣旨を逸脱しない範囲であれば必ずしも従う必要はない。」と規定されている。

諸基準の運用は、使用場所が特定されないことを前提に、地整局内の整合を図るために示したも
のであり、場所が特定され、また規模が大きい場合等は、当然、道路土工指針の規定を適用するこ
とを否定しているものではない。

したがって、ＢＯＸについても上記のような趣旨を理解してもらいたい。
本マニュアルでは、使用条件をできるかぎり少なくして汎用性をもたせるため、上載荷重、背面土

の種類等、必要最小限の規定を設けている。σsa については、擁壁の使用環境が道路土工指針
に示されている、「常時水中、常時土中」という環境ではなく、また、使用される場所が特定できない
ので、汎用性をもたせるため、σsa＝１６０Ｎ/ｍ㎡としている。

<四国地方整備局四国技術事務所>８．マニュアルの適用

車道端への使用が可能になったが、コスト縮減についての検討を十分実施する必要があり、各Ｑ．
擁壁にかけるコスト的な差異を明確にして頂きたい。（必ずプレキャストＬ型が安価でであると標準化
して頂きたい。）時には重力式の方が安価である。（壁高が低い場合）

目安として全国コンクリート製品協会四国支部からコスト比較が参考に示されている。Ａ．
コストについては、発注機関によって積算方法が異なる場合がある。その他、労務単価や資材単

価の変動や地域格差、取引条件によっても違ってくる。また今後、製品の使用量が伸びて り、メきた
ーカ間の競争等によって価格が下がる場合も予測され市場によってコストが決まる。

したがって、協会の資料を参考にするほか、当事者においても把握されたい。
プレキャスト製品の使用では、現時点では価格以外には定量的な評価基準はないが、施工性、

工期、安全性等の観点からも評価されて活用されている。

いつの時点で（案）が解除されるのか。Ｑ．

本マニュアルは、全国的に情報発信し、誰でも本マニュアルを使用できるようにしている。Ａ．
しかし、本マニュアルは、国土交通省四国地方整備局と全国コンクリート製品協会四国支部で

構成する「コンクリート二次製品に関する意見交換会」でとりまとめたもので、構成員以外の者（四国
島外のメーカ）が本マニュアルを使用することを拒まないが、本マニュアル製品を供給するかどうか
は当事者の裁量である（四国島外では本マニュアル製品が入手可能かどうかはわからない）ので
（案）ということにしている。

宅造用に使用する場合は、建設大臣認定があるために計算書はつけなくても良いが、本マニＱ．
ュアルに記載されている製品を使用すると、同様に計算書をつけなくも公共工事に使用できるの
か？。（ＢＯＸ埋設指針と同等の効果か？）それとも、計算書は必要になるのか？

本マニュアル（改訂）は、車道端への使用が多い自治体等の意見を受けて、四国地方整備局Ａ．
が監修・発行したものである。したがって、本マニュアルをどう扱うかは各機関の判断に委ねられる
が、製品がマニュアルの３頁等に示している設計条件に基づいた性能を満足しているかどうかの証
明は製品メーカにおいて行う。
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プレキャストＬ型擁壁を、反対向きに使用したときのガードレール基礎Ｑ．
タイプを教えて頂きたい。

Ｌ型擁壁の設計は、底版上に盛土された状態での土圧で設計され鉄Ａ．
筋を配筋しており、反対向きに使用すると、たて壁そのものがＯＵＴになる。

乗り入れが後から決まったとき、 でカットして問題ないＱ． コンクリートカッタ
．か。

カッターでカットしても影響が皆無ということはないので避けたいが、やＡ．
むを得ない場合は、カットによる鉄筋がさびないような対応をする必要があ
る。 このような水平に支持させる方法は、乗用車程度以下の通行量が少
ない住宅への乗り入れに限るべきである。

県、市町村での設計の場合、このマニュアルをそのまま使えるのか。Ｑ．

本マニュアル(改訂)は、車道端での使用が多い自治体等の意見を受けて、車両用防護柵対応Ａ．
の設計法を示したことが主な内容となっている。

マニュアルでは、プレキャスト製品のコスト縮減の観点から、新たな形状の製品を作らないとする
考え方を基に、擁壁が安定するための必要最小限の条件を示したものである。防護柵基礎につい
ては、現場実態等を考慮し汎用性を持たせるため、１施工ブロックを６ｍとしており、１施工ブロック
１０ｍと施工条件を限定すれば当然安全側の設計になっている。

使用するかどうかは、各機関の判断である。

あるところではガードレール基礎は右図のようになっているが、本マニュＱ．
アルと形状が違う。擁壁ｏｒガードレールがずれると思うが？又、安定計算で擁
壁本体に影響はないのですか？

本マニュアルは、四国地方整備局が監修・発行したものであり、どう扱うＡ．
かは発注者等の判断になる。

基礎が４０cm×４０cmではガードレールが設置できないと思われるが？
また、安定上はどのような考えをしているのかは解らないが、現行の防護柵

の設置基準（H10.11）の改訂前は、支柱１本に作用する衝突荷重として１．６ｔ
（１６kN）、基礎の大きさは、衝突エネルギーを吸収するには支柱１本当たり
１．８ｔ以上の土等（コンクリート等）の重量が確保できる構造とされていた。

現在の設計法は、道路土工擁壁指針（H11.3 p38～39）で、衝突荷重（３０kN）が１施工ブロックに
１カ所作用し、１施工ブロック全体で受け持つ。

車両用防護柵標準仕様・同解説（p113）では、転倒および地盤反力の検討に用いる等分布荷重
Ｆ ：衝突荷重（ｋＮ） Ｌａ：防護柵基礎１ブロックの延長（ｍ）≦５０ｍ（ｑａ）は、 ｑａ＝Ｆ／Ｌａ

衝突荷重Ｆは、静的荷重３０ｋＮ（Ｂ種）とされている。
これを適用すると、１施工ブロックの考え方によっては、４０cm×４０cmの基礎では安定上ＯＵＴに

なる場合も考えられる。
今回のマニュアルでは、基礎の１施工ブロックを６ｍ以上にすれば、基礎の構造によっては基礎

が破壊することはあっても、擁壁は大丈夫であるとする擁壁の安定のための必要最小限の設計の考
え方を示したものである。

４００

４００
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<四国地方整備局四国技術事務所>９．その他の意見

①．大学、企業、行政が協力して、良いものを作っていくというものは大変良い事であると思う。
②．確立された設計方法がない中、良い選択だと思う。
③．他県（四国外）の業務でＬ型擁壁の設計をしたときに、マニュアルがなく、マニュアルの制定を望
んでいました。難しいことだとは思いますが、今後も、このようなことにも力を入れてほしいと思いま
す。これからも頑張ってください。

平成10年 4月 初 版ﾌﾟﾚｷｬｽﾄＬ型擁壁設計施工マニュアル(案)
平成13年12月 改訂版

監 修 国土交通省 四国地方整備局
発 行 日 平成１３年１２月
編集･発行 国土交通省 四国地方整備局

四国技術事務所 技術課(技術第一係)
761-0121 1545〒 香川県木田郡牟礼町牟礼
TEL087(845)3135 FAX 087(845)3998

http://www.skr.mlit.go.jp/yongi/ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ……
yongia78 skr.mlit.go.jpeメール…… ＠
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H14.2.14 _
プレキャストＬ型擁壁設計施工マニュアル（案）改訂版のＱ＆Ａ Ⅱ

＜全国コンクリート製品協会四国支部＞１．マニュアルの適用

Ｑ．県・市町村レベルの設計の場合、このマニュアルをそのまま使えるか。

Ａ．最終的な判断は、各自治体の方でされるため、私共で言えることではありません。一応参考
までに、前回の平成10年版のマニュアルに関しての状況を申し上げますと、高知県を除く３県で
は平成10年版のL型マニュアルに準拠したマニュアルを各県毎にまとめられています。それに基
づき、各県においてプレキャストL型は採用されています。今回の改訂版においても同様に、各
県において現行のL型マニュアルを改訂されると思われます。そうなれば、本マニュアルに準拠
した形での採用が可能になるものと考えております。

Ｑ．乗入れが後から決まった時、コンクリートカッターでカットしても問題ないか。

Ａ．製品をカットする場合、鉄筋が露出します。したがって、何らかの鉄筋腐食防止処置を行う
ことが必要と思われます。それが行われておれば、L型マニュアルで示されている方法での使用
は差し支えないと思われます。

Ｑ．p8たて壁の前面勾配で、H13標準設計では前面勾配 １：0.02 はなくなっていると思うの
ですが、どの様にお考えですか？．

Ａ．旧標準設計を参考にしていると思われます。現在規格化された製品には前面勾配をつけたも
のがあるため、この記述を残すことを、協会として要望しました。

＜全国コンクリート製品協会四国支部＞2．マニュアル標準使用条件以外への擁壁の使用

Ｑ.Ｈ＝２ｍ未満で車両用防護柵を設置する必要が生じた場合、安定計算でＯＫであればプレキ
ャスト製品を使用してよいか。

Ａ．設計上ＯＫであれば、プレキャスト製品を使用して頂くことは可能と考えます。但し、基本
的な考え方は、製品種類の集約化による見込み生産でのコストダウンです。したがって、基本タ
イプまたはカットタイプ(25cm間隔）を使用して頂くことをお願いします。

Ｑ．Ｃ３の場合は、プレキャスト製品と現場打ちとの比較をして設計するのか。

Ａ．メーカーとしてはあらゆる条件をクリアする製品を製造することは可能ですが、上記回答と
同様にコスト縮減という考え方からすれば、それは逆にコストアップになるため、標準品として
対応することは困難です。マニュアルに掲載されている製品で選定して頂きたいのですが、それ
が困難な場合は特注（都度）対応ということでお願いしたい。
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＜全国コンクリート製品協会四国支部＞３．標準外製品の対応

Ｑ．開口はできるのか、開口した場合の計算はできないのか？

Ａ．厳密な計算は複雑になり、難しいため検討中です。しかし過去の製造および施工実績にもと
づき製造上の処理（補強等）を示します （別途施工要領（注１）参照）。

Ｑ．開口の大きさは？（開口出来るのであれば）

Ａ．間隔、径その他現場条件により異なるため、個別に判断してください。

Ｑ．開口の場合の計算、大きさの限界、計算出来ない場合での処理方法を示して欲しい。計算上
では30ｃｍでも、それ以上開けるケースがあるため。

Ａ．現在は、設計計算が可能な開口最大寸法は、製品一本あたりφ３０ｃｍとなる予定です。そ
れ以上となる場合は検討中ですが未定です。施工条件として横断管（管渠等）に作用する荷重が
直接プレキャストＬ型擁壁に作用しない方法とすることで、開口寸法をある程度大きくすること
は可能と思われますが、これについても検討が必要です。方法(施工）例としては、巻き立て、
基礎コンクリート打設などです。

Ｑ．排水管等で孔をあける場合の対応をもっと詳しく。

Ａ．施工要領(注１）をご参照ください。計算方法は、現在検討中です。

Ｑ．排水管等における開口部は、現実的にどの程度まで可能なのか？
たとえば路面排水などφ２０ｃｍ程度は開口できるのか。

Ａ．施工要領(注１）をご参照ください。

Ｑ．製品便覧 ｐ５２の車両用防護柵基礎数量表で基礎コンクリートの規格が18-8-25になって
いますが、18-8-40でないでしょうか。

Ａ．これは参考資料なので、現場条件を考慮して決定して下さい。

Ｑ．曲線施工において、ｐ１９表４．２に示す曲線半径よりカーブが急な場合、プレキャストＬ
型擁壁は使用不可能ということでよいのか？

Ａ．表４．２は標準として扱える製品（カット部が２ｃｍ以内）の曲線半径を示しています。
したがって、曲線半径がこの値よりも小さい場合は、標準品としては対応できませんが、特注品
として使用する場合は各社に問い合わせてください。

Ｑ．化粧を施した製品はあるのか？

Ａ．全ての製品が対応可能ではありませんが、種類により対応可能でありメーカーに御相談くだ
さい。

注１：プレキャストＬ型擁壁施工要領(平成１３年２月)全国ｺﾝｸﾘｰﾄ製品協会四国支部
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＜全国コンクリート製品協会四国支部＞４．曲線施工対応

【施工要領：全国ｺﾝｸﾘｰﾄ製品協会四国支部】4.1 底版を開いて敷設する場合の処理方法
①底版端部の開きが300mm未満の場合 ②底版端部の開きが300mm以上の場合

図１．底版端部の開きが300mm未満の場合 図２．底版端部の開きが300mm以上の場合

4.2 底版をカットして敷設する場合
曲線施工への対応方法
曲線半径 対応製品 目地の処理方法
マニュアル19頁 標準品 ･行わない場合

（ 、 ）表4.2の値以上 (底版カット2cm以下) ･行う場合 パッキン モルタル等
上表の値未満 標準外品 ･行わない場合

(底版カット2cmを超える) ･行う場合（現場条件による）
注)目地処理の判断は、現場条件による。

図３．底版カットを2cmとした場合の例
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＜全国コンクリート製品協会四国支部＞５．開口部対応

【施工要領：全国ｺﾝｸﾘｰﾄ製品協会四国支部】5.1 開口位置および寸法
開口位置は下図斜線部の範囲とし、開口の最大径は製品一本に対して300mm以下とする。

図４．開口部を設ける範囲

【施工要領：全国ｺﾝｸﾘｰﾄ製品協会四国支部】5.2 開口の形式および補強筋の配筋例
①製品1本に対して開口部を設ける場合…… 開口部の補強筋はシングル(1段）配筋とする。

開口部の最大径は300mm以下とする。

図５．製品1本に対して開口部を 設け
る場合の補強方法

②製品2本に対して開口部を設ける場合……開口部の補強筋はシングル(1段）配筋とする。
開口部の最大径は600mm以下とする。

図６．製品2本に対して開口部を設ける
場合の補強方法
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